


 

 

 

はじめに 

 

国民健康保険は被保険者の構成や脆弱な財政基盤などの構

造的な問題があり、この問題を解決するために平成３０年度

から国民健康保険を都道府県単位化し新たに都道府県が財政

運営の責任主体として加わるなどの大幅な見直しが行われま

した。こうした状況の中、昨今の急速な高齢化等による医療

費の更なる増加や、新しい感染症拡大の影響などもあり、国

民健康保険の安定的な運営は困難な状況が続くものと想定さ

れます。 

市では、国民健康保険を将来にわたり安定的に運営するための基本的な指針とし

て「和光市国民健康保険ヘルスプラン」を策定しています。 

本計画では「健康寿命の延伸と安定的な国民健康保険運営の実現」を基本理念に

掲げ、 

１.医療費の要因分析による課題の明確化 

２.医療費適正化に効果的な保健事業の推進 

３.保険者努力支援制度の積極的活用並びに国民健康保険制度の適切な運営 

４.被保険者の本来負担するべき税額の明示及び将来の財政状況を考慮した税率 

の設定 

以上４つの基本方針に基づき実効性のある施策を推進することにより、将来にわ

たって持続可能な国民健康保険運営に取り組んでまいります。 

結びとなりましたが、本計画の策定にあたりまして、熱心にご審議いただきまし

た国民健康保険運営協議会委員の皆様をはじめ、ご協力いただきました関係者の皆

様に厚くお礼申し上げます。 

 

令和３年３月 

                     

 

和光市長 
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第１章 基本事項 

第１節 計画の趣旨 

国民健康保険制度は、平成３０年度から運営体制が変わり、これまでの市町村単位から都道

府県単位に移行し、都道府県が新たに財政運営の責任主体として加わりました。市町村ごとに

異なる事務の標準化や保険税水準の統一など、県が策定する埼玉県国民健康保険運営方針(以

下「県運営方針」という。)に沿い、地域医療や医療費適正化の施策を推進して和光市国民健

康保険の安定的な運営を行うために、市では以下の計画を策定・運用しています。 

 

１. 第２期和光市国民健康保険事業計画 

国民健康保険の現状は、被保険者数は団塊世代の後期高齢者医療制度への移行や社会保険

適用拡大等による減少傾向が続いていますが、一人当たり医療費は被保険者の高齢化及び医

療の高度化等により伸び続けています。平成３０年度に国民健康保険の安定運営のため税率

改正をしましたが、被保険者の負担軽減を図るため引続き一般会計から法定外繰入金を繰り

入れており、厳しい財政状況が続いています。 

こうした状況の中、市は県運営方針に基づき国民健康保険の安定的な運営を図ることを目

的として基本的な運営方針となる和光市国民健康保険事業計画(以下「事業計画」という。)を

策定します。本計画では、国民健康保険における医療費や疾病状況を分析することで、医療費

の伸びの抑制と適正給付のための取組を検討し実効性のある保健事業を示し、これらの施策

を推進します。また、被保険者の本来あるべき負担を明確化するとともに今後の財政推計を行

い保険税率等を示します。 

 

２. 第２期和光市国民健康保険保健事業実施計画・第３期和光市特定健康診査等実施計画 

国民健康保険法に基づく保健事業の実施等に関する指針（平成１６年厚生労働省告示第３

０７号）及び高齢者の医療の確保に関する法律に基づく保健事業の実施等に関する指針（平成

２６年厚生労働省告示第１４１号）の一部が改正され、国民健康保険は健康・医療情報を活用

して保健事業の実施計画（以下「データヘルス計画」という。）を策定し、PDCAサイクルに沿

った効果的かつ効率的な実施を図ることになっています。 

市では、平成２５年４月施行の和光市健康づくり基本条例に掲げるヘルスアップ（健康増進

や疾病の予防に関する取組）及びヘルスサポート（疾病の進行と重症化を防ぐための取組）の

視点に基づき、保健事業の効果的な実施による健康課題の解決並びに適切なセルフケアを推

進します。そのうち、特定健診・特定保健指導は、第３期和光市特定健康診査等実施計画(以

下「実施計画」という。)として、保健事業の内容を網羅するデータヘルス計画と一体的に策

定し見直しを行います。 
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第２節 計画期間 

事業計画は令和３年度から令和５年度までの３か年計画とします。データヘルス計画、実施

計画は平成３０年度から令和５年度までの６か年計画とし、３年で見直しています。 

 

表 １ 保健福祉関連計画期間 

 

 

１. 計画の公表・周知 

策定した計画は、広報わこう・市ホームページ等にて周知を図るとともに、市役所内及び市

内公共機関に文書を設置します。また、当課保健事業や関係機関との事業等の機会を利用して、

計画の概要を広く周知します。  

  

2019西暦 2018 2026 2027 2028 2029

令和
平成

３０年
１年

2020 2021 2022 2023 2024 2025

保
健
・
医
療
分
野

第二次健康わこう２１計画
（計画期間：１０年）

第三次和光市食育推進計画
（計画期間：１０年）

和光市自殺対策計画
（第１期）（計画期間：５年）

第２期

第２期和光市国民健康保険保健事業実施計画
(データヘルス計画）
（計画期間：６年）

第３期

第３期和光市特定健康診査等実施計画
（計画期間：６年）

第４期

８年 ９年２年 ３年 ４年 ５年 ６年 ７年

保
健
・
福
祉
分
野

第三次和光市地域福祉計画

（計画期間：５年）

平成27～令和元年度

第７期和光市長寿あん
しんプラン
（計画期間：３年）

第８期

和光市生活困窮者自立支援計画

（計画期間：５年）

平成28～令和2年度

第１期わこう子ども・子育て

支援事業計画

（計画期間：５年）

平成27～令和元年度

第２期わこう子ども・子育て支援事業
計画

（計画期間：５年）

第五次和光市障害者計
画
（計画期間：３年）

第六次 第七次

第５期和光市障害福祉
計画
（計画期間：３年）

第６期

第１期和光市国民健康
保険事業計画
（計画期間：３年）

第２期 第３期 第４期

2032

１４年

第３期

第三次

第四次

2030 2031

１２年 １３年１０年 １１年

第４期

第５期

第５期

第１１期

第六次第五次
第四次和光市地域福祉計画

（計画期間：６年）

第２期和光市生活困窮者自立支援計画
（計画期間：６年）

第９期 第１０期

第４期第３期

第３期

第八次

第７期 第８期

第九次

第９期
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第３節 実施体制・関係者連携 

事業計画、データヘルス計画、実施計画の３計画は医療費適正化の推進において関連性が高

いことから、一体化し「和光市国民健康保険ヘルスプラン」とします。策定にあたっては他制

度等各種計画との整合性を図り、和光市国民健康保険運営協議会における審議を経ています。 

事業実施にあたっては保健福祉部健康保険医療課を筆頭に、介護分野やスポーツ分野など関

連する庁内各課と連携を図り、相互に事業の効果的な展開を図ります。 

計画の評価・見直しについては、和光市国民健康保険運営協議会や外部有識者等を委員とし

たヘルスソーシャルキャピタル審議会等において実施することを予定しています。 

 

 

図 １ 計画の位置づけ及び他計画との関係 
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第２章 計画の理念 

第１節 基本理念・目標 

 

健康寿命の延伸と安定的な国民健康保険運営の実現 

 

第２節 基本方針 

１. 医療費の要因分析による課題の明確化 

診療報酬明細書（以下、「レセプト」という。）情報、健診情報を活用し、被保険者の疾病状

況を把握し、課題等を明確にします。 

 

２. 医療費適正化に効果的な保健事業の推進 

抽出された課題から、課題を解決するための保健事業を構築していきます。その際、伸び続

ける一人当たり医療費の抑制・低減を図り、適正化していくことで効果を上げるよう努めます。 

また、地域包括ケアの推進を踏まえた保健事業の実施として、介護保険事業等との連携を図り

ます。さらに、医療情報・健康情報等を共有し、適切なケアプランの作成につなげ、地域包括

ケアを推進していきます。 

 

３. 保険者努力支援制度の積極的活用並びに国民健康保険制度の適切な運営 

新たに導入された保険者努力支援制度の各項目の取組に対応していくとともに、制度改正

による事務の標準化に対応するなど、保険者として適正な運営に努めます。 

 

４. 被保険者の本来負担するべき税額の明示及び将来の財政状況を考慮した税率の設定 

医療費分析から導かれた保健事業を積極的に実施した上で、今後の医療費推計及び財政推

計を行います。その後、被保険者の本来負担すべき保険税額等を明らかにし、その軽減策を図

り、新たな保険税率を設定していきます。 
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第３章 現状の整理  

第１節 保険者等の特性 

１．被保険者数 

（１）被保険者数の推移 

被保険者数及び人口に占める加入率は年々減少傾向にあり、その加入率は、平成２８年度に

は２割を下回りました。 

 

図 ２ 被保険者数及び加入率の推移（各年度末） 

  

                            出典：統計わこう及び事業年報 
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（２）年齢階層別被保険者数 

被保険者は、概ね年齢とともにその加入率は増加傾向にあり、特に６０歳を超えると加入率

は３０％を超えています。また、前期高齢者については、人口の約６５％が被保険者となって

います。 

図 ３ 性・年齢階層別被保険者数及び加入率（令和元年度末） 

 

 出典：統計わこう 

 

表 ２ 性・年齢階層別被保険者数及び加入率（令和元年度末） 

  
 出典：統計わこう 

2,282

1,393

889

478

464

531

585

473

448

405

475

450

209

161

147

161

01,0002,0003,0004,000

前期高齢者

70～74歳

65～69歳

60～64歳

55～59歳

50～54歳

45～49歳

40～44歳

35～39歳

30～34歳

25～29歳

20～24歳

15～19歳

10～14歳

5～9歳

0～4歳2,071

1,833

2,000

3,644

3,494

3,415

2,892

1,810

1,790

2,437

3,335

3,936

3,626

1,818

1,998

3,816 2,782

1,610

1,172

554

380

443

432

358

362

364

468

375

184

152

154

149

0 1,000 2,000 3,000 4,000

1,996

1,906

1,666

1,752

2,656

3,015

3,098

3,246

3,238

3,483

2,917

2,049

1,618

1,861

2,089

3,950

人口 国保加入者 加入率 人口 国保加入者 加入率 人口 国保加入者 加入率

0～4歳 2,071 161 7.8% 1,996 149 7.5% 4,067 310 7.6%

5～9歳 2,000 147 7.4% 1,906 154 8.1% 3,906 301 7.7%

10～14歳 1,833 161 8.8% 1,666 152 9.1% 3,499 313 8.9%

15～19歳 1,810 209 11.5% 1,752 184 10.5% 3,562 393 11.0%

20～24歳 2,892 450 15.6% 2,656 375 14.1% 5,548 825 14.9%

25～29歳 3,415 475 13.9% 3,015 468 15.5% 6,430 943 14.7%

30～34歳 3,494 405 11.6% 3,098 364 11.7% 6,592 769 11.7%

35～39歳 3,644 448 12.3% 3,246 362 11.2% 6,890 810 11.8%

40～44歳 3,626 473 13.0% 3,238 358 11.1% 6,864 831 12.1%

45～49歳 3,936 585 14.9% 3,483 432 12.4% 7,419 1,017 13.7%

50～54歳 3,335 531 15.9% 2,917 443 15.2% 6,252 974 15.6%

55～59歳 2,437 464 19.0% 2,049 380 18.5% 4,486 844 18.8%

60～64歳 1,790 478 26.7% 1,618 554 34.2% 3,408 1,032 30.3%

65～69歳 1,818 889 48.9% 1,861 1,172 63.0% 3,679 2,061 56.0%

70～74歳 1,998 1,393 69.7% 2,089 1,610 77.1% 4,087 3,003 73.5%

前期高齢者 3,816 2,282 59.8% 3,950 2,782 70.4% 7,766 5,064 65.2%

（人）
男性 女性 合計

（人） （人） 

男性 女性 

■国民健康保険被保険者 

□人口 
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２．国民健康保険財政の推移 

（１）歳入歳出の状況 

歳入・歳出決算を平成３０年と令和元年度を比較すると、歳入では、被保険者数が減少して

いることもあり、国民健康保険税が減少しています。また、歳出では保険給付費が増加してい

ることが分かります。 

また、形式収支は黒字となっているものの、形式収支から前年度繰越金及び基金繰入金を差

し引き、基金積立金を加え、さらに一般会計からのその他繰入金を差し引いた実質的な収支は

赤字となっています。 

 

表 ３ 歳入・歳出の状況 

 

※実質的な収支＝形式収支-繰越金-基金繰入金-一般会計からの法定外繰入金+基金積立金 

出典：健康保険医療課 

  

　　　　　（千円）

Ｈ30 Ｒ01

国民健康保険税 1,637,069 1,591,034

国庫支出金 0 2,981

県支出金 4,019,529 4,092,890

繰入金 1,171,012 642,804

繰越金 695,257 276,534

諸収入・その他 70,582 53,939
合計 7,593,449 6,660,182

　　　　　（千円）

Ｈ30 Ｒ01
総務費 34,867 38,149
保険給付費 3,892,685 3,977,130
国民健康保険事業費
納付金

2,024,841 2,020,476

保健事業費 84,138 83,801
基金積立 1,144,422 244,619
諸支出 135,962 23,205

合計 7,316,915 6,387,380

　　　　　（千円）

Ｈ30 Ｒ01
形式収支 276,534 272,802

実質的な収支 △ 146,272 △ 107,572

歳入

歳出

収支
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単位：千円・％ 

（２）国民健康保険税収入 

国民健康保険税収入は、平成３０年度に税率改正を行ったことにより増加しましたが、被保

険者数の減少に伴い、減少傾向にあります。 

収納率は、平成２９年度まで伸びていましたが、その後、伸び悩んでいます。 

 

 

表 ４ 国民健康保険税収入の推移（総額：現年+過年）  

 

 

表 ５ 一人当たり調定額の推移（現年） 

 

 

表 ６ 収納率の推移（現年） 

 

出典：健康保険医療課 

  

H27 H28 H29 H30 R01

収納額 1,757,650 1,714,098 1,599,206 1,637,069 1,591,034

前年増減率 △ 4.62 △ 2.48 △ 6.70 2.37 △ 2.81

H27 H28 H29 H30 R01

調定額 98,054 100,584 99,248 106,712 108,418

前年増減率 △ 0.66 2.58 △ 1.33 7.52 1.60

H27 H28 H29 H30 R01

収納率 91.43 91.83 92.32 91.86 91.67

前年増減率 △ 0.10 0.40 0.49 △ 0.46 △ 0.19

単位：円・％ 

単位：％ 
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（３）その他繰入金 

一般会計からの法定外の繰入金（その他繰入金）は、これまで４億５千万円を繰り入れてい

ましたが、平成３０年度に２億円減額し、２億５千万円を繰り入れている状況です。 

 

表 ７ その他繰入金の推移 

 

 

表 ８ 一人当たりその他繰入金の推移 

 

出典：健康保険医療課 

 

（４）国民健康保険財政調整基金現在高の推移 

平成２９年度までは５億円程度で推移していましたが、その後増加し、令和元年度末現在高

は、約１１億６千万円となっています。 

 

表 ９ 国民健康保険財政調整基金現在高の推移 

 

出典：健康保険医療課 

 

  

H27 H28 H29 H30 R01

繰入金額 450,000 450,000 450,000 250,000 250,000

H27 H28 H29 H30 R01

一人当たり
繰入金額

25,519 26,917 28,513 16,389 16,979

H26 H27 H28 H29 H30 Ｒ01

基金現在高（年度末） 466,115 488,743 512,444 481,971 1,014,422 1,160,581

単位：千円 

単位：円 

単位：千円 
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３．医療費の動向 

（１）医療費の推移 

被保険者数の減少などを理由として、近年の総医療費は減少傾向が続いています。平成２７

年度から令和元年度において、総医療費は約５憶円減少しています。 

また、年齢階層別に医療費をみると、入院・入院外・調剤いずれも６０歳以上で約７割を占

めており、前期高齢者では６割を占めています。 

 

図 ４ 総医療費の推移 

 

        出典：事業年報 

 

図 ５ 年齢階層別・診療種別医療費と総医療費に占める割合（令和元年度） 

 

 

   出典：レセプトデータ 

5,244,588 

5,121,746 

4,977,234 

4,652,036 
4,737,545 

4,000,000

4,500,000

5,000,000

5,500,000

H27 H28 H29 H30 R01（千円）

1.5% 0.8% 0.5% 0.4% 1.0% 1.4% 1.9% 2.3% 3.0%
5.2%

6.8% 7.1%
9.5%

19.8%

38.8%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

0

400,000

800,000

1,200,000

1,600,000

2,000,000

入院 入院外 調剤 全体に占める割合

（千円）

６割 

７割 
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（２）年齢階層別のレセプト発生件数及び一人当たり医療費の推移 

レセプトの発生件数も一人当たり医療費も年齢とともに増える傾向にあります。レセプト

発生件数は前期高齢者が全体の半数以上を占めており、一人あたり医療費は、特に５５歳以降

が高くなっています。 

 

表 １０ 診療種別・年齢階層別レセプト発生件数及び一人当たり医療費（令和元年度） 

  

※端数処理をしているため、合計が合わないことがあります。 

   出典：レセプトデータ 

 

（３）一人当たり医療費 

一人当たり医療費の推移をみると、平成３０年度にやや減少しましたが、全体的にみると増

加傾向にあることがわかります。内訳をみると、入院、入院外及び歯科はやや増加傾向、調剤

は近年、横ばい傾向です。 

 

図 ６ 一人当たり医療費の推移 

 
     出典：事業年報 

年　齢

件数 割合 件数 割合

0～4歳 62 2.4% 2,704 2.6% 82,364 83,317 35,709

5～9歳 14 0.5% 2,206 2.1% 20,029 59,741 30,675

10～14歳 9 0.4% 1,629 1.5% 10,089 33,497 22,201

15～19歳 5 0.2% 1,267 1.2% 4,316 23,368 13,100

20～24歳 34 1.3% 2,063 2.0% 14,847 24,402 12,848

25～29歳 37 1.5% 3,054 2.9% 10,565 30,415 18,962

30～34歳 59 2.3% 3,102 2.9% 36,524 47,269 23,650

35～39歳 82 3.2% 3,590 3.4% 37,189 45,233 28,779

40～44歳 67 2.6% 4,115 3.9% 36,283 67,307 38,067

45～49歳 145 5.7% 5,447 5.2% 96,431 77,453 46,778

50～54歳 197 7.7% 5,290 5.0% 137,613 81,191 47,978

55～59歳 201 7.9% 5,986 5.7% 165,754 113,892 62,542

60～64歳 233 9.2% 8,270 7.8% 148,172 143,705 71,706

65～69歳 466 18.3% 20,973 19.9% 147,792 156,695 90,379

70～74歳 935 36.7% 35,859 34.0% 205,228 202,917 110,586

計 2,546 100.0% 105,555 100.0% 111,870 111,140 61,445

レセプト発生件数（件） 一人当たり医療費（円）

入院 入院外
入院 入院外 調剤

297,414 

306,362

315,374 

304,972 

321,757 

280,000

290,000

300,000

310,000

320,000

330,000

H27 H28 H29 H30 R01
（円/年）
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表 １１ 一人当たり・診療種別医療費の推移 

 
※端数処理をしているため、合計が合わないことがあります。 

 出典：事業年報 

 

図 ７ 一人当たり・診療種別医療費の推移 

 

出典：事業年報 

 

  

単位：円 H27 H28 H29 H30 R01

入院 102,440 106,099 110,107 98,089 111,870

入院外 99,415 106,168 107,432 109,199 111,140

歯科 24,026 23,014 23,857 24,465 25,206

調剤 60,886 59,471 62,341 61,182 61,445

その他(食事・訪問看護・療養費) 10,647 11,610 11,638 12,036 12,096

合計 297,414 306,362 315,374 304,972 321,757

前年度比増減率（％） 5.76% 3.01% 2.94% △3.30% 5.50%

102,440 106,099 110,107 98,089 111,870 

99,415 106,168 107,432 
109,199 

111,140 

24,026 
23,014 23,857 

24,465 
25,206 

60,886 
59,471 62,341 

61,182 
61,445 

10,647 
11,610 

11,638 
12,036 

12,096 297,414 
306,362 

315,374 
304,972 

321,757 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

H27 H28 H29 H30 R01

入院 入院外 歯科 調剤 その他(食事・訪問看護・療養費) 合計

(円)
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（４）調剤医療費に関する状況 

調剤医療費については、平成２７年度に高額医療費（Ｃ型肝炎）の保険適用により急激に増

加しましたが、その後減少傾向が続いています。 

 

図 ８ 医療費（調剤）の推移 

 

     出典：事業年報 

 

（５）県内・県外医療機関の受診動向 

入院、入院外、調剤、歯科ともに半数以上の人が県内（市内）の医療機関を受診しています。

一方で、和光市は近隣へのアクセスも良いことから、入院、入院外では、約４０％の人が県外

（都内）の医療機関を受診している状況です。 

 

表 １２ 診療種別県内外医療機関受診割合（令和元年度） 

 
出典：レセプトデータ 

 

 

 

 

 

 

  

1,073,670

994,232 983,862

933,277
904,722

600,000

700,000

800,000

900,000

1,000,000

1,100,000

H27 H28 H29 H30 R01
（千円）

入院 57.03% 42.58% 42.97% 38.69%

入院外 58.96% 49.67% 41.04% 39.07%

調剤 63.20% 55.00% 36.80% 35.14%

歯科 64.52% 55.25% 35.48% 33.70%

県内割合
【再掲】
市内割合

県外割合
【再掲】
都内割合
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４．医療費内訳別の状況 

（１）疾病分類別医療費の状況 

疾病を大分類別にみると、「循環器系の疾患」が全体の約１６％と最も多くを占めており、

次いで「新生物＜腫瘍＞」、「内分泌、栄養及び代謝疾患」の順となっています。 

表 １３では、大分類をさらに中分類、細小分類の疾病分類区別でみており、大分類で１位

の「循環器系の疾患」をみてみると、入院においては、中分類では「その他の心疾患」、細小

分類では「脳梗塞」が医療費を多く占めています。入院外においては、中分類、細小分類とも

に「高血圧症」が多くを占めています。 

 

図 ９ 疾病分類(大)別医療費の医科総医療費に占める割合（令和元年度） 

 
   出典：ＫＤＢシステム（入院・入院外＋調剤）  

  

循環器系の疾患

15.7%

新生物＜腫瘍＞

15.5%

内分泌、栄養及び代謝

疾患

9.2%

筋骨格系及び結合組織

の疾患

7.6%

尿路性器系の疾患

7.5%

精神及び行動の障害

7.4%

神経系の疾患

7.0%

消化器系の疾患

6.1%

呼吸器系の疾患

6.0%

眼及び付属器の疾患

3.8%

その他

14.2%
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表 １３ 疾病分類別医療費の割合（令和元年度） 

【入院】 

 

【入院外＋調剤】 

 

出典：ＫＤＢシステム 

入院

中分類別疾患

疾病名
入院医療費に

占める割合

中分類の

中での順位 疾病名
入院医療費に

占める割合

細小類の

中での順位 疾病名
入院医療費に

占める割合

7 不整脈 3.0%

15 心臓弁膜症 1.2%

12 狭心症 1.8%

26 心筋梗塞 0.8%

10 脳梗塞 3.2% 6 脳梗塞 3.2%

9 大動脈瘤 2.3%

55 食道静脈瘤 0.1%

30 脳内出血 1.0% 20 脳出血 1.0%

24 前立腺がん 0.9%

25 膀胱がん 0.9%

32 食道がん 0.5%

8 気管、気管支及び肺の悪性新生物＜腫瘍＞ 5 肺がん 3.3%

39 子宮筋腫 0.3%

41 卵巣腫瘍（悪性） 0.3%

18 結腸の悪性新生物＜腫瘍＞ 1.5% 10 大腸がん 2.2%

25 胃の悪性新生物＜腫瘍＞ 1.2% 16 胃がん 1.2%

3 統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害 5.4% 2 統合失調症 5.4%

13 その他の精神及び行動の障害 2.5% 17 認知症 1.2%

20 気分（感情）障害（躁うつ病を含む） 1.4% 14 うつ病 1.4%

4 その他の神経系の疾患 5.1%

27 てんかん 1.1%

その他の心疾患 7.7%

3.4%虚血性心疾患

2.9%

その他の悪性新生物＜腫瘍＞ 3.4%

8.4%神経系の疾患4

1 循環器系の疾患 20.8%

19.1%新生物＜腫瘍＞2

順位

大分類別疾患 細小分類別疾患

3 精神及び行動の障害 11.2%

3.4%良性新生物＜腫瘍＞及びその他の新生物＜腫瘍＞

2

7

11

1

17

その他の循環器系の疾患

中分類別疾患

疾病名
入院医療費に

占める割合

中分類の

中での順位 疾病名
入院医療費に

占める割合

細小類の

中での順位 疾病名
入院医療費に

占める割合

1 糖尿病 8.6% 2 糖尿病 8.1%

31 その他の内分泌、栄養及び代謝障害 0.8% 5 脂質異常症 4.1%

42 甲状腺機能亢進症 0.2%

44 痛風・高尿酸血症 0.2%

47 甲状腺機能低下症 0.2%

18 前立腺がん 1.0%

39 腎臓がん 0.3%

46 卵巣腫瘍（悪性） 0.2%

10 気管、気管支及び肺の悪性新生物＜腫瘍＞ 2.9% 8 肺がん 2.9%

11 乳房の悪性新生物＜腫瘍＞ 2.3% 9 乳がん 2.3%

3 高血圧性疾患 5.9% 3 高血圧症 5.9%

11 不整脈 2.0%

52 心臓弁膜症 0.1%

21 狭心症 0.7%

62 心筋梗塞 0.1%

70 大動脈瘤 0.0%

82 食道静脈瘤 0.0%

62 脳梗塞 0.3% 35 脳梗塞 0.3%

4 慢性腎臓病（透析あり） 5.6%

37 慢性腎臓病（透析なし） 0.3%

35 その他の腎尿路系の疾患 0.7%

38 前立腺肥大（症） 0.6% 24 前立腺肥大 0.6%

39

順位

大分類別疾患 細小分類別疾患

腎不全 6.8%

甲状腺障害 0.6%

その他の心疾患 4.5%

4.3%

虚血性心疾患 1.0%

その他の悪性新生物＜腫瘍＞

57 その他の循環器系の疾患 0.4%

4

27

9.0%尿路性器系の疾患4

5

2

3 循環器系の疾患 12.5%

1
内分泌、栄養及び

代謝疾患
14.1%

13.2%新生物＜腫瘍＞2
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（２）年齢階層別医療費の状況 

医療費の占める割合の高い生活習慣病に関する主な疾病と統合失調症の医療費を年齢階層

別でみていくと、疾病の多くが４０歳前後から発生し始めています。ただし、高血圧症、糖尿

病、脂質異常症、統合失調症においては２０歳前後から発生しており、若い年代からの健康へ

の取り組みが必要といえます。 

 

表 １４ 年齢階層別疾病細小分類（生活習慣病、統合失調症抜粋）（令和元年度） 

【入院】

 

【入院外+調剤】

 

※端数処理をしているため、合計が合わないことがあります。 

   出典：ＫＤＢシステム  

単位：千円 高血圧症 狭心症 心筋梗塞 脳梗塞 脳出血 クモ膜下出血 糖尿病
慢性腎不全

（透析あり）

慢性腎不全

（透析なし）
脂質異常症 脂肪肝 統合失調症

計 3,223 28,995 12,468 51,280 16,174 15,869 10,091 55,746 935 1,157 0 85,624

0～4歳 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

5～9歳 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

10～14歳 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

15～19歳 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

20～24歳 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

25～29歳 0 0 0 0 0 0 1,919 0 0 0 0 2,494

30～34歳 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5,252

35～39歳 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 9,850

40～44歳 0 605 1,539 2,528 0 0 139 0 0 0 0 4,225

45～49歳 269 1,170 0 0 2,636 2,543 419 7,481 0 0 0 12,120

50～54歳 0 153 0 821 6,805 1,842 1,375 7,817 0 0 0 6,448

55～59歳 955 1,778 1,760 10,569 0 0 158 7,049 0 0 0 14,382

60～64歳 288 2,778 0 2,037 1,694 6,084 1,514 0 274 0 0 10,928

65～69歳 419 7,752 4,275 5,535 742 5,400 1,229 12,167 661 0 0 12,956

70～74歳 1,291 14,758 4,894 29,790 4,297 0 3,338 21,232 0 1,157 0 6,970

単位：千円 高血圧症 狭心症 心筋梗塞 脳梗塞 脳出血 クモ膜下出血 糖尿病
慢性腎不全

（透析あり）

慢性腎不全

（透析なし）
脂質異常症 脂肪肝 統合失調症

計 147,651 18,097 1,714 8,208 794 233 201,526 140,841 7,548 102,093 4,835 37,306

0～4歳 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

5～9歳 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

10～14歳 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

15～19歳 37 0 0 0 0 0 27 0 0 0 0 745

20～24歳 34 0 0 32 0 0 129 0 0 106 0 333

25～29歳 3 0 0 0 0 0 866 5,532 0 248 11 1,740

30～34歳 5 4 0 0 0 0 762 0 0 340 32 5,961

35～39歳 648 0 15 0 0 0 3,130 0 0 416 218 2,586

40～44歳 1,634 34 93 48 0 0 3,082 0 126 1,099 255 5,232

45～49歳 5,098 219 73 100 84 22 8,334 7,799 291 2,671 361 5,540

50～54歳 6,243 330 0 20 0 0 10,107 14,361 92 4,972 204 6,438

55～59歳 9,518 1,466 57 379 0 0 14,118 6,409 55 6,121 256 2,865

60～64歳 13,727 821 92 710 47 7 22,460 31,060 718 11,156 467 2,459

65～69歳 42,443 5,467 640 2,818 464 92 58,281 16,979 1,180 29,917 1,174 2,347

70～74歳 68,263 9,756 744 4,102 198 111 80,231 58,700 5,085 45,047 1,859 1,059
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５．高額医療費の推移 

（１）過去５年平均医療費が上位３０位の疾病分類別医療費 

疾病分類（中）別に年度別医療費の推移を見ると、１位の「腎不全」は令和元年度に減少に

転じていますが、２位の「その他の悪性新生物」の医療費は年々増加していることがわかりま

す。 

平成３０年度と比較し、大きく医療費増加がみられたのは「その他の循環器系の疾患」とな

っています。 

「その他の悪性新生物」において、さらに詳細分類で疾患をみると、前年よりは医療費が減

少しているものの「前立腺癌」の医療費が占める割合が多く、医療費適正化のための対策が必

要といえます。同じく、「その他の循環器系の疾患」では、「急性大動脈解離」の医療費が多く

を占めています。 

 

表 １５ 上位３０位の疾病分類(中)別医療費の推移 

 

出典：ＫＤＢシステム 

  

1 腎不全 231,623 5.6% 196,033 216,409 256,761 261,393 227,520

2 その他の悪性新生物 200,852 4.8% 187,374 175,559 197,488 209,738 234,103

3 糖尿病 195,359 4.7% 146,230 129,240 244,755 229,863 226,705

4 その他の心疾患 178,253 4.3% 122,084 118,434 210,037 205,205 235,503

5 高血圧性疾患 173,905 4.2% 204,620 174,607 182,507 156,916 150,873

6 統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害 149,903 3.6% 172,593 148,412 160,136 145,431 122,943

7 その他の消化器系の疾患 130,565 3.1% 106,872 85,949 149,637 158,133 152,235

8 その他の神経系の疾患 115,528 2.8% 63,574 71,164 95,904 161,845 185,152

9 気管、気管支及びその他の悪性新生物 110,240 2.6% 74,260 98,307 146,210 107,166 125,257

10 虚血性心疾患 93,839 2.3% 90,266 95,320 111,952 92,666 78,991

11 骨折 81,830 2.0% 83,763 78,883 97,540 68,894 80,068

12 その他の内分泌、栄養及び代謝障害 81,816 2.0% 104,767 93,601 151,222 28,563 30,927

13 その他の眼及び付属器の疾患 81,246 2.0% 50,953 52,425 100,873 106,901 95,076

14 脳梗塞 78,939 1.9% 69,469 111,951 61,130 92,659 59,488

15 気分[感情]障害（躁うつ病を含む） 75,055 1.8% 63,073 54,046 93,801 86,791 77,564

16 症状、徴候及び異常臨床所見・ほか 73,503 1.8% 92,138 102,108 59,973 50,823 62,471

17 乳房の悪性新生物 63,486 1.5% 58,213 43,968 65,667 77,213 72,370

18 良性新生物及びその他の新生物 60,618 1.5% 72,735 67,264 58,551 58,552 45,989

19 その他の損傷及びその他の外因の影響 58,267 1.4% 72,318 58,876 55,708 54,089 50,346

20 関節症 57,414 1.4% 78,466 54,304 56,253 49,366 48,683

21 その他の呼吸器系の疾患 54,161 1.3% 59,026 52,400 57,610 52,159 49,610

22 その他の筋骨格系及び結合組織の疾患 52,590 1.3% 42,164 39,864 65,904 49,605 65,411

23 炎症性多発性関節障害 51,924 1.2% 41,679 38,003 66,642 56,117 57,178

24 脊髄障害（脊髄症を含む） 51,759 1.2% 50,868 61,159 51,780 47,205 47,784

25 その他の循環器系の疾患 42,494 1.0% 50,162 55,640 36,838 13,249 56,581

26 結腸の悪性新生物 41,774 1.0% 41,174 51,707 35,843 42,396 37,752

27 胃の悪性新生物 38,964 0.9% 40,695 51,516 36,065 36,467 30,077

28 脳内出血 37,494 0.9% 47,220 70,899 28,292 24,093 16,968

29 胃炎及び十二指腸炎 33,964 0.8% 33,719 30,027 38,363 34,629 33,083

30 屈折及び調節の障害 22,540 0.5% 37,755 39,680 12,151 11,953 11,159

年度別費用の推移

傷病分類（中）別医療費（千円）
5年平均 令和元年度平成30年度平成29年度平成28年度平成27年度

割合
（％）
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表 １６ 「その他の悪性新生物」の詳細分類内訳（上位５位）（令和元年度） 

 

出典：レセプトデータ 

 

表 １７ 「その他の循環器系の疾患」の詳細分類内訳（上位５位）（令和元年度） 

 

出典：レセプトデータ 

  

中分類疾患名 費用額(円)
費用増減額(円)
（前年度比）

患者数(人)
患者数増減(人)
（前年度比）

1 前立腺癌 40,716,702 △ 977,284 160 13
2 下咽頭癌 15,968,800 5,770,390 6 1
3 胸部悪性黒色腫 12,682,110 12,393,170 1 0
4 多発性骨髄腫 12,112,870 △ 6,903,150 5 0
5 尿管癌 9,530,456 5,604,382 4 1

その他の悪性新生物

中分類疾患名 費用額(円)
費用増減額(円)
（前年度比）

患者数(人)
患者数増減(人)
（前年度比）

1 急性大動脈解離 16,748,420 16,626,360 5 1
2 重症虚血肢 8,625,370 △ 3,565,174 1 0
3 急性大動脈解離ＳｔａｎｆｏｒｄＡ 8,409,100 8,256,210 2 0
4 肺血栓塞栓症 6,909,612 6,331,272 4 3
5 慢性大動脈解離 4,452,870 4,317,850 3 0

その他の循環器系の疾患
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（２）入院医療費の状況 

一人当たり医療費が増加している主な要因の１つである入院の状況をみていきます。 

平成３０年度と令和元年度を比較すると高額な入院件数も増加しています。特に、「急性骨

髄性白血病」での高額費用が一人当たり医療費を押し上げる要因となっています。 

疾病別高額医療費（入院）の推移と前年比較をみてみると、平成３０年度は２位にあった「そ

の他の悪性新生物」が令和元年度では１位となっており、平成３０年度には上位２０位外であ

った「その他の循環器系の疾患」が令和元年度には７位と医療費が突出して増加しています。 

また、「その他の循環器系の疾患」においては、さらに詳細分類で疾患をみると、令和元年度

に新たに「急性大動脈解離」が発生していることが医療費増加の要因の一つとしてみられます。 

一方で、脳血管疾患である「脳梗塞」、「脳出血」、「くも膜下出血」においては、いずれも平成

３０年度に比べ患者数が減少しています。 

 

 

表 １８ 高額な疾病の推移（上位５位） 

 

※レセプト 1 件当たり費用額 

      出典：レセプトデータ 

 

表 １９ 高額な入院件数の推移（1件あたり） 

  

        出典：レセプトデータ 

  

疾病名 費用額(円) 疾病名 費用額(円)
1 労作性狭心症 5,441,578 1 急性骨髄性白血病 8,492,050
2 大動脈弁輪拡張症 5,104,508 2 急性大動脈解離 8,215,090
3 うっ血性心不全 4,987,908 3 複合部位の骨折 7,652,945
4 僧帽弁閉鎖不全症兼三尖弁閉鎖不全症 4,915,134 4 うっ血性心不全 6,906,510
5 連合弁膜症 4,552,052 5 急性心内膜下梗塞 6,682,265

R01H30

H30 R01
1 5,000,000円以上 2 11 9

2 4,000,000円以上 8 18 10

3 3,000,000円以上 22 37 15

4 2,000,000円以上 79 95 16

5 1,000,000円以上 386 419 33

増減数
（件）

費用額
件数（件）
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表 ２０ 疾病別高額医療費（入院）の推移と前年比較（上位２０位） 

 

  出典：レセプトデータ 

 

表 ２１ 「その他の循環器系の疾患」の詳細分類内訳（上位５位）（令和元年度） 

 

 

表 ２２ 「その他の悪性新生物」の詳細分類内訳（上位５位）（令和元年度） 

 

出典：レセプトデータ 

  

疾病名 費用額(円)
患者数
（人）

疾病名
費用額
(円)

費用増減額
(円)

（前年度比）

患者数
(人)

患者数増減
(人)

（前年度比）

1 統合失調症，統合失調症型障害及び妄想性障害 133,798,980 41 1 その他の悪性新生物 144,566,794 100

2 その他の悪性新生物 110,101,659 102 2 統合失調症，統合失調症型障害及び妄想性障害 137,406,444 38

3 その他の心疾患 98,604,094 44 3 その他の心疾患 86,921,582 42

4 脳内出血 83,595,669 23 4 脳梗塞 81,560,544 32

5 その他の消化器系の疾患 73,081,102 108 5 骨折 72,216,461 63

6 脳梗塞 72,194,367 36 6 虚血性心疾患 68,659,545 48

7 骨折 59,057,250 52 7 その他の循環器系の疾患 66,491,540 24

8 虚血性心疾患 56,279,754 44 8 脳内出血 63,075,715 17

9 気管，気管支及び肺の悪性新生物 53,725,676 27 9 その他の神経系の疾患 55,998,316 38

10 腎不全 44,542,502 30 10 気管，気管支及び肺の悪性新生物 47,563,102 33

11 その他の神経系の疾患 40,099,607 37 11 その他の消化器系の疾患 39,575,754 69

12 気分［感情］障害（躁うつ病を含む） 34,364,728 11 12 その他の筋骨格系及び結合組織の疾患 33,549,645 26

13 悪性リンパ腫 34,053,918 10 13 関節症 32,353,300 17

14 その他の呼吸器系の疾患 28,722,210 35 14 脊椎障害（脊椎症を含む） 31,674,782 18

15 その他の精神及び行動の障害 28,320,799 11 15 腎不全 30,112,107 18

16 その他の損傷及びその他の外因の影響 27,772,751 34 16 その他の損傷及びその他の外因の影響 29,945,382 39

17 良性新生物及びその他の新生物 27,398,428 43 17 胃の悪性新生物 29,541,665 21

18 くも膜下出血 25,328,137 8 18 良性新生物及びその他の新生物 29,130,599 49

19 その他の筋骨格系及び結合組織の疾患 24,345,027 19 19 気分［感情］障害（躁うつ病を含む） 25,554,270 15

20 肺炎 22,753,285 28 20 くも膜下出血 24,647,133 7

H30 R01

中分類疾患名 費用額(円)
費用増減額(円)
（前年度比）

患者数(人)
患者数増減(人)
（前年度比）

1 急性大動脈解離 16,746,960 - 4 -
2 重症虚血肢 8,604,610 △ 3,585,934 1 0
3 急性大動脈解離ＳｔａｎｆｏｒｄＡ 8,276,570 - 1 -
4 肺血栓塞栓症 6,766,972 6,188,632 4 3
5 胸部大動脈瘤 4,347,600 - 1 -

その他の循環器系の疾患

中分類疾患名 費用額(円)
費用増減額(円)
（前年度比）

患者数(人)
患者数増減(人)
（前年度比）

1 前立腺癌 19,262,762 △ 5,328,134 33 △ 9
2 下咽頭癌 13,216,830 11,781,040 3 1
3 尿管癌 9,232,056 5,766,132 2 0
4 多発性骨髄腫 8,616,010 2,527,980 2 0
5 転移性脳腫瘍 5,884,844 4,552,234 4 3

その他の悪性新生物
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（３）入院外医療費の状況 

入院外の疾病別高額医療費の上位５位をみてみると、平成３０年度に引き続き、令和元年度

も「腎不全」が一番多く、その次に「高血圧性疾患」、「糖尿病」と続いています。また、上位

４位の「その他の悪性新生物」以外では、平成３０年度と比べて、令和元年度に医療費、患者

数ともに減少しています。 

腎不全にならないためにも、生活習慣病の対象者へのアプローチが必要です。 

 

表 ２３ 疾病別高額医療費（入院外）の推移（上位５位） 

 

   出典：レセプトデータ 

 

６．その他の状況 

（１）生活習慣病での疾病別・入院回数別の医療費 

生活習慣病の初発入院者のその後の状況をみています。「脳血管疾患」や「虚血性心疾患」

は初発入院者がその後再発する人数も多く発生しており、再発時の医療費においては、特に

「脳血管疾患」にかかる費用が高いことが分かります。 

 

表 ２４ 生活習慣病の初発入院者の傾向（令和元年度） 

 

※平成30年度を基準とし、平成29年に該当生活習慣病の入院レセプトが存在しないものを「初発入院者」としている。 

※平成30年度を基準とし、令和元年に該当生活習慣病の入院レセプトが存在するものを「再発入院者」としている。 

※ICD-10分類 

出典：レセプトデータ 

  

疾病名
費用額
(円)

患者
数

(人)
疾病名

費用額
(円)

費用
増減額
(円)

患者
数

(人)

患者数
増減(人)

1 腎不全 151,733,490 71 1 腎不全 146,347,900 67

2 高血圧性疾患 144,225,660 2,061 2 高血圧性疾患 133,357,060 1,980

3 糖尿病 100,886,810 888 3 糖尿病 97,051,970 848

4 その他の悪性新生物 91,900,280 322 4 その他の悪性新生物 77,418,570 348

5 その他の内分泌，栄養及び代謝疾患 62,146,220 1,033 5 その他の内分泌，栄養及び代謝疾患 59,125,900 1,003

H30 R01

初発 再発 初発 再発 初発 再発

高血圧性疾患 4 1 1,103,730 167,390 275,933 167,390

糖尿病 22 3 11,665,146 1,579,100 530,234 526,367

脂質異常症 1 0 138,600 0 138,600 -

脳血管疾患 62 14 126,579,723 69,509,296 2,041,608 4,964,950

虚血性心疾患 29 15 44,227,962 12,051,792 1,525,102 803,453

動脈疾患 6 0 14,245,222 0 2,374,204 -

肝疾患 6 1 9,572,622 1,524,218 1,595,437 1,524,218

腎不全 26 4 40,289,994 4,252,508 1,549,615 1,063,127

ＣＯＰＤ 3 1 2,868,325 3,659,790 956,108 3,659,790

高尿酸血症および痛風 0 0 0 0 - -

人数（人） 医療費（円） 患者一人あたり医療費（円）
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（２）社会保険から国民健康保険への新規加入者の医療費の推移 

社会保険から移行してきた６０歳から６４歳の人数は減少傾向であり、それに伴い平成２

９年度から平成３０年度にかけて医療費も減少していますが、平成３０年度から令和元年度

にかけては増加しています。また、社保離脱被保険者の一人当たり医療費は、国民健康保険全

体の一人当たり医療費と比較すると、令和元年度は高くなっていることがわかります。社会保

険に加入している人に対しても、重症化予防などの対策が必要です。 

 

表 ２５ 全体及び社保離脱被保険者の被保険者数の推移（６０～６４歳）

  
 

表 ２６ 全体及び社保離脱被保険者の医療費の推移（６０～６４歳） 

 

 

 

表 ２７ 全体及び社保離脱被保険者の一人当たり医療費の推移

 

出典：レセプトデータ 

  

821 741 736 

1,249 1,140 1,115 

0

500

1,000

1,500

H29 H30 R01

社保離脱者 社保離脱者以外

249,183 223,891 250,230 
166,831 147,083 123,896 

0

100,000

200,000

300,000

H29 H30 R01

社保離脱者 社保離脱者以外

H29 H30 R01

一人当たり医療費
（60-64歳）（円）

一人当たり医療費
（60-64歳）（円）

325,416 335,539

社保離脱被保険者

303,512 302,148 339,987

全体
333,078

（人） 

（千円） 
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第２節 主要な疾患に関する分析及び介護保険との関連 

１．主要疾患の合併状況 

脳梗塞、脳出血、虚血性心疾患、腎不全、糖尿病の５つの疾病について、合併症（脂質異常

と高血圧性疾患）がある場合とない場合の医療費の比較を行いました。その結果、脂質異常と

高血圧性疾患を併発している場合にいずれの疾病でも患者数、医療費いずれも多い結果とな

っています。 

実際に、令和２年２月請求分においてレセプトが発生した人で、高血圧、糖尿病、脂質異常

症の診断名を２つ以上併せ持つ人の割合は約２１％となっており、高血圧と脂質異常症を併

発している人は約８％となっています。 

脳梗塞、脳出血、虚血性心疾患、腎不全、糖尿病等にならないためにも、合併症がある方へ

の保健指導が必要です。 

 

表 ２８ 主な疾病に関する合併症の有無別患者数・医療費（令和元年度） 

 
出典：レセプトデータ 

  

患者数（人） 脳梗塞 脳出血 虚血性心疾患 腎不全 糖尿病

併発なし 82 51 134 16 674

脂質異常の合併 123 40 241 41 1,037

高血圧性疾患の合併 81 27 104 20 435

脂質異常と高血圧性疾患の合併 389 81 648 214 1,810

患者数（％） 脳梗塞 脳出血 虚血性心疾患 腎不全 糖尿病

併発なし 12.1% 25.6% 11.9% 5.5% 17.0%

脂質異常の合併 18.2% 20.1% 21.4% 14.1% 26.2%

高血圧性疾患の合併 12.0% 13.6% 9.2% 6.9% 11.0%

脂質異常と高血圧性疾患の合併 57.6% 40.7% 57.5% 73.5% 45.8%

医療費総額（千円） 脳梗塞 脳出血 虚血性心疾患 腎不全 糖尿病

併発なし 9,841 2,477 6,559 480 43,638

脂質異常の合併 16,644 2,170 28,781 7,924 100,625

高血圧性疾患の合併 7,941 1,828 10,214 1,564 35,235

脂質異常と高血圧性疾患の合併 49,666 12,839 167,662 177,139 364,163

医療費総額（％） 脳梗塞 脳出血 虚血性心疾患 腎不全 糖尿病

併発なし 11.7% 12.8% 3.1% 0.3% 8.0%

脂質異常の合併 19.8% 11.2% 13.5% 4.2% 18.5%

高血圧性疾患の合併 9.4% 9.5% 4.8% 0.8% 6.5%

脂質異常と高血圧性疾患の合併 59.1% 66.5% 78.6% 94.7% 67.0%

一人当たり医療費（円） 脳梗塞 脳出血 虚血性心疾患 腎不全 糖尿病

併発なし 120,007 48,565 48,950 29,995 64,745

脂質異常の合併 135,319 54,245 119,422 193,269 97,035

高血圧性疾患の合併 98,042 67,713 98,213 78,198 81,000

脂質異常と高血圧性疾患の合併 127,675 158,511 258,738 827,750 201,195
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表 ２９ レセプト傷病名での生活習慣病の重複パターン（令和２年２月請求分） 

 

 

 

  

 

※年間レセプトの中で傷病コードに該当傷病名がある人を抽出（主傷病名だけでなく、副傷病名の場合を含めて集計） 

出典：レセプトデータ 

 

  

同月レセプト

発生総人数

（7,375名）中の割合

高血圧×糖尿病×脂質異常症 486 6.59%

高血圧×糖尿病 185 2.51%

高血圧×脂質異常症 596 8.08%

糖尿病×脂質異常症 247 3.35%

計 1,514 20.53%

レセプト傷病名の重複パターン 人数

三疾患

486人（6.6％）

高血圧のみ

487人（6.6％）

糖尿病のみ

8人（0.1％）

脂質異常症のみ

213人（2.9％）

高血圧×糖尿病

185人（2.5％）

糖尿病×脂質異常症

247人（3.4％）
高血圧×脂質異常症

596人（8.1％）



25 

 

２．脳梗塞の状況 

脳梗塞の患者数の推移では、平成２７年度以降、概ね３０人台で推移しています。令和元年

度の患者数のうち初回の人数の割合をみると、全体の約７５％（２４人/３２人）を占めてお

り、年間平均費用額は、初回よりも再発のほうが約２倍かかっていることがわかります。 

また、脳梗塞患者の半数以上は、高血圧、糖尿病、脂質異常症などのいずれかの疾病を併発

していることからも、脳梗塞を発生させないためだけではなく、再発させない取り組みも必要

です。 

 

表 ３０ 脳梗塞の患者数の推移 

 

※脳梗塞が主病名であり、入院のきっかけと考えられる患者数を計上 

※脳梗塞（すべて）：脳梗塞の確定傷病名をもつレセプトを集計 

出典：レセプトデータ  

 

表 ３１ 令和元年度の発生状況 

 

※「脳梗塞（主傷病）+入院レセプトあり」の内訳 

      出典：レセプトデータ  

  

31

37

29

36

32

0

10

20

30

40

H27 H28 H29 H30 R01

人数（人） 割合

初回 24 75.0%

2年以内の再発 8 25.0%

1年以上長期入院 0 0.0%

合計 32 100.0%

（人） 
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表 ３２ 脳梗塞の平均費用額（令和元年度） 

 

※「脳梗塞（主傷病）+入院レセプトあり」の内訳 

※脳梗塞患者の脳梗塞での入院費用（他疾病の費用も含む） 

   出典：レセプトデータ  

 

表 ３３ 令和元年度脳梗塞患者の他疾病の状況 

 

※「脳梗塞（主傷病）+入院レセプトあり」の内訳 

※他疾病は疑いを含む 

 

      出典：レセプトデータ 

 

 

 

 

 

  

平均費用額（円）

初回 2,008,100

再発 4,170,768

単位：人 高血圧 糖尿病 脂質異常症

R1対象者（32人） 26 21 27
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３．人工透析の状況 

近年、糖尿病性腎症の重症化による人工透析への移行者が増えており、日常生活上の制限や、

体調不良による健康観の低下等につながる場合も少なくありません。また、人工透析での医療

費は一人当たり年間約５００万円を超え、人工透析患者数の増加は、国民健康保険の財政運営

上大きな影響を与えることになります。人工透析患者の生活の質（ＱＯＬ）の維持及び医療費

適正化の面から、糖尿病性腎症の重症化予防対策は重要です。 

人工透析患者数は、近年、４０人前後で推移しており、医療費に占める割合は全体の５％を

超えていましたが、令和元年度で人工透析者数、医療費ともに減少しています。新規人工透析

患者数も令和元年度まで７～８人発生していましたが、１人へと大幅に減少しています。 

人工透析への移行を未然に防ぐ取り組みを今後も引き続き行う必要があります。 

 

表 ３４ 人工透析患者の推移 

 
   出典：ＫＤＢシステム 

 

令和２年２月診療分のレセプトにおける人工透析患者３６人の年齢別内訳をみると、６０

歳以上が約７０％を占めています。平成２９年２月診療分と比較すると、６０～６４歳が増加

しており、５０歳代からの人工透析移行を未然に防ぐ取り組みが必要といえます。 

図 １０ 人工透析患者 年齢別内訳（令和２年２月診療分） 

  

図 １１ 人工透析患者 年齢別内訳比較 

（令和２年２月診療分 / 比較対象：平成２９年度２月診療分） 

 

                              出典：レセプトデータ 

H28 H29 H30 R01
人工透析患者数（人） 43 41 40 36

うち新規患者数（１年以内に社会保険から移行） 8（4） 8（3） 7（3） 1（1）
うち継続患者数 35 33 33 35

人工透析医療費総額（千円） 279,400 263,390 252,769 234,032
全体医療費総額に占める割合（％） 5.5% 5.3% 5.4% 4.9%

～39歳

2.8%

40～49歳

8.3%

50～59歳

19.4%

60～64歳

16.7%

65～75歳

52.8%

0.5% 1.3% -3.9%

7.4%

-5.3%

-10%

-5%

0%

5%

10%

～39歳 40～49歳 50～59歳 60～64歳 65～75歳

N=36 
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次に、透析への移行リスクを令和元年度の特定健診受診時の結果からみていきます。 

腎臓機能を示す指標である推算糸球体濾過量（以下「eGFR」という。）の値をみると、５９

以下（軽度低下～末期腎不全）の人は全体の約１８％を占めています。 

また、HbA1c値（過去１～２ヶ月の血糖の平均的な状態を表す検査指標）とeGFRの関係をみ

たところ、eGFRが５９ml/分/1.73㎡以下かつHbA1cが５．６％以上（保健指導判定値以上）に

該当する人が４５３人（総数中の１１％）となっています。 

尿蛋白定性とeGFRの関係をみたところ、G３a以上（軽度以上）に該当する人が７４０人（総

数中の約１８％）となっています。 

特定健診の結果をみて、リスクの状態に応じた糖尿病及び糖尿病性腎症発症予防・改善のた

めの情報提供や保健指導を実施することが重要です。 

 

 

図 １２ 健診受診者の特定健診eGFR値別人数（令和元年度） 

 

出典：特定健診等データ 

  

27

349

1,681 

210

55

321

1,309 

154

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000

15未満

15～44

45～59

60～89

90以上

女性 男性 （人）

757人

18.4％

N=4,111 

1 4

0 5 10

15未満

（ml/分/1.73 ㎡） 
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表 ３５ HbA1cとeGFRの関係（令和元年度特定健診結果） 

（単位：人） 

 
   出典：特定健診等データ 

 

表 ３６ 慢性腎臓病リスク分類（令和元年度特定健診結果） 

 

 

  

 

※eGFR の分類は日本腎臓学会 CKD 診療ガイド 2018 より抜粋 

出典：特定健診等データ 

6.5以上 5.6～6.5未満 5.6未満

末期腎不全 15未満 1 0 4

高度低下 15～29 4 5 1

中等度～高度低下 30～44 17 29 26

軽度～中等度低下 45～59 69 328 273

正常または軽度低下 60～89 244 1,269 1,477

正　常 90以上 53 117 194

eGFR（ml/分/1.73㎡）
HbA1c（％） 　（ＮＧＳＰ値）

人数 割合 人数 割合 人数 割合

G1 正常または高値 ≧90 340 8.3% 10 0.2% 14 0.3%

G2 正常または軽度低下 60～89 2,843 69.5% 75 1.8% 71 1.7%

G3a 軽度～中等度低下 45～59 613 15.0% 17 0.4% 39 1.0%

G3b 中等度～高度低下 30～44 44 1.1% 2 0.0% 11 0.3%

G4 高度低下 15～29 6 0.1% 0 0.0% 4 0.1%

G5 末期腎不全 ＜15 0 0.0% 0 0.0% 4 0.1%

尿蛋白定性
正常 軽度蛋白尿

eGFR区分
(mL/分

/1.73m2)

高度蛋白尿

尿蛋白(－) 尿蛋白(±) 尿蛋白(＋)以上

尿蛋白区分 A1 A2 A3

eGFR軽度以上受診者割合

740 18.0%4,111

受診者全体（人）
(尿蛋白データ

のない18人を含む）

G3a以上
対象者（人）

G3a以上
割合（％）

G3a以上

740 人

18.1%

G3未満

3,353 人

81.9%



30 

 

４．マルチリスクとの関連 

次に、どのようなリスクをもつ人が、高額医療や重症化につながる腎不全、虚血性心疾患を

発症しているかをみていきます。腎不全、虚血性心疾患ともに、「高血圧×脂質異常症」のリ

スクをもつ人の発生が多くなっています。 

 

表 ３７ 高額医療や重症化につながったマルチリスクの組み合わせ（令和２年２月診療分） 

 

出典：レセプトデータ 

  

腎不全 虚血性心疾患 腎不全 虚血性心疾患

糖尿病 1 4 0.01% 0.05%

高血圧 8 33 0.11% 0.45%

脂質異常症 2 51 0.03% 0.69%

糖尿病×脂質異常症 1 21 0.01% 0.28%

糖尿病×高血圧 3 18 0.04% 0.24%

高血圧×脂質異常症 25 113 0.34% 1.53%

計 40 240 0.54% 3.25%

レセプト傷病名の重複パターン
高額医療疾病の人数（人）

同月のレセプト発生総人数

（7,375名）中の割合
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５．退院後の外来継続受診の動向と重症化の有無 

入院していた人の退院後の外来継続受診の動向と重症化の状況をみていきます。再発予防

の観点から退院後も継続した外来受診が必要ですが、対象者の人数が多い「脳血管疾患」と「虚

血性心疾患」の外来継続受診の割合は５０％を下回っています。 

さらに、「脳血管疾患」と「虚血性心疾患」の重症化の状況をみると、約２０～３０％が再

度入院し重症化をしていることが分かります。 

入院にならないようにする取り組みも大切ですが、退院後に再発し重症化することのない

よう、予防対策をすることが必要です。 

 

表 ３８ 退院後の外来継続受診の動向（令和元年度） 

  

※外来継続受診は、平成 30 年度を基準とし、令和元年度に 3 か月以上該当の生活習慣病の外来レセプトがあるもの。 

 

表 ３９ 退院後の外来継続受診の動向と重症化（令和元年度） 

  

※重症化は、平成 30 年度を基準とし、令和元年度にも該当生活習慣病の入院レセプトが２か月以上あるもの。 

  

対象者 外来継続者

高血圧性疾患 4 2 50.0%

糖尿病 22 12 54.5%

脂質異常症 1 1 100.0%

脳血管疾患 62 28 45.2%

虚血性心疾患 29 13 44.8%

動脈疾患 6 0 0.0%

肝疾患 6 1 16.7%

腎不全 26 10 38.5%

ＣＯＰＤ 3 2 66.7%

高尿酸血症および痛風 0 0 -

人数（人）
外来継続者割合

2ヵ月以上入院

高血圧性疾患 4 0 0 0.0%

糖尿病 22 3 1 13.6%

脂質異常症 1 1 1 100.0%

脳血管疾患 62 15 9 24.2%

虚血性心疾患 29 9 4 31.0%

動脈疾患 6 1 0 16.7%

肝疾患 6 1 0 16.7%

腎不全 26 7 3 26.9%

ＣＯＰＤ 3 1 1 33.3%

高尿酸血症および痛風 0 0 0 -

重症化割合人数（人） 対象者 重症化
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６．レセプト新規発生者の国民健康保険加入年齢及び新規レセプト発生の期間 

レセプト新規発生者について、国民健康保険に加入した時の年齢をみると、６０歳以上が全

体の５６％を占めています。 

令和元年度時点で前期高齢者のうち、新規に脳出血・脳梗塞・腎不全のいずれかを発症した

人で、かつ国民健康保険に加入した時の年齢が６０歳以上の人について、加入した日から該当

疾患発病までの年数をみると、２年以内が最も多くて約３４％を占めており、約６１％が加入

から５年以内に該当疾患の新規レセプトが発生しています。 

国民健康保険加入者が市人口の１７．２％と少ないことと、企業等での退職年齢が６０～６

５歳が主流であること等を勘案すると、企業等に勤める社会保険等加入時に高血圧等のリス

クがあり、病状が一定程度進行した状態で国民健康保険に加入し、重症化したレセプトの新規

発生につながっているケースが考えられます。 

加入者以外の市民、特に６０歳前からの健康づくり対策を検討する必要があります。 

 

図 １３ 脳出血、脳梗塞、腎不全のレセプト新規発生者の国民健康保険加入時年齢（令和元年度） 

  

図 １４ 前期高齢者のうち、新規に脳出血・脳梗塞・腎不全のいずれかを発症した人かつ 

国民健康保険加入時の年齢が６０歳以上の人の加入から該当疾患発病までの年数（令和元年度） 

   

※端数処理をしているため、合計が合わないことがあります。 

出典：レセプトデータ 

50歳未満

25.1%

50歳～54歳

7.4%

55歳～59歳

11.4%

60歳～64歳

26.3%

65歳～69歳

22.3%

70歳～74歳

7.4%

2年以内

34.7%

2～3年

10.9%

4～5年

15.8%6～7年

7.9%

8～9年

16.8%

10年以上

13.9%

N= 175 

N= 101 
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７．国・県との比較 

医療費総額を国・県・同規模保険者と比較したところ、総額に占める割合が最も多い「がん」

や「高血圧症」、「脂質異常症」が国、県、同規模保険者より高くなっています。 

 

図 １５ 医療費総額の国・県・同規模保険者との比較（令和元年度） 

【市】                 【県】 

 

【同規模】               【国】 

 

※端数処理をしているため、合計が合わないことがあります。 

出典：KDB システム 
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８．介護保険との関連 

令和元年度の国民健康保険被保険者における新たな介護認定者数は、７２人となっていま

す。介護認定者７２人の疾病状況をみると、「認知症」と「筋・骨格疾患」において、受給者

区分２号の者が１号より疾病をもつ割合が高くなっています。介護予防の一つとして、６５歳

未満の「認知症」や「筋・骨格疾患」予防が必要となってきます。 

 

表 ４０ 国民健康保険被保険者の介護認定者（令和元年度） 

 

            出典：長寿あんしん課提供資料 

 

表 ４１ 介護認定者の主要な疾病状況（令和元年度） 

               

出典：レセプトデータ 

  

72
うち 40～50代 6

60～64 8
65～69 11
70～74 47

認定者数（人）

２号 １号
40～64歳 65～74歳

14 58 72
件数（件） 件数（件） 件数（件）

割合 割合 割合

9 27 36
64.3% 46.6% 50.0%

4 18 22
28.6% 31.0% 30.6%

3 9 12
21.4% 15.5% 16.7%

9 43 52
64.3% 74.1% 72.2%

10 40 50
71.4% 69.0% 69.4%

9 33 42
64.3% 56.9% 58.3%
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第３節 主な保健事業の現状 

１．生活習慣病重症化予防対策事業 

（１）受診勧奨 

血糖値が高く糖尿病の可能性がある人や受診を中断した人を対象として令和元年度に計６

１人、平成３０年度に計４８人、平成２９年度に計６７人に通知及び電話による受診勧奨を実

施した結果とその後の医療機関への受診状況をみています。 

未受診者の約４割（３年間総数（国民健康保険喪失者を除く）１４０人中のうち５７人）、

受診中断者の約４割（３年間総数（国民健康保険喪失者を除く）２１人中のうち８人）が受診

しています。 

 

   図 １６ 生活習慣病重症化予防対策事業 受診勧奨実施結果（令和元年２月末時点） 

 
出典：レセプトデータ  
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（２）保健指導 

参加者の保健指導事業前後の検査値をみると、BMI・HbA1cの低下が見られており、人工透析

導入は０人となっています。 

引き続き、糖尿病の早期発見や状態の改善、糖尿病性腎症の重症化への対策を実施し、対象

者のＱＯＬ（生活の質）の維持及び医療費適正化を図る必要があります。 

 

表 ４２ 生活習慣病重症化予防対策事業の保健指導 事業前後の平均検査値 

 

 

※数値集計は事業参加前後の検査値がある人のみ実施 

  出典：生活習慣病重症化予防対策事業事業報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業前 事業後 検査値増減 事業前 事業後 検査値増減

BMI 26.4 26.1 -0.3 26.3 25.5 -0.8

収縮期血圧（mmHg） 140.6 130 -10.6 126.8 128.9 2.1

拡張期血圧（mmHg） 79.6 80.2 0.6 75.1 75.7 0.6

ＨｂＡ1ｃ（％） 7.3 6.7 -0.6 7.4 6.7 -0.7

令和元年度 平成30年度
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２．特定健診 

（１）受診の状況 

本市の受診率は近年増加傾向でしたが、令和元年度にやや低下しており、国の示す受診率６

０％の目標には達していません。地区別に受診率をみると、丸山台や白子地区が低くなってい

ます。 

 

図 １７ 特定健診受診率の経年変化 

 

出典：特定健診等データ 

 

図 １８ 地区別特定健診受診率（令和元年度） 

 

出典：特定健診等データ 
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（２）未受診の状況 

健診の受診・未受診の状況を性別にみています。男女ともに７０歳から７４歳の未受診者の

割合が比較的高くなっています。 

 

図 １９ 性別・年齢別の健診受診者数及び未受診数（令和元年度） 

 

出典：特定健診等データ 

 

また、令和元年度の健診未受診者の医療機関の受診状況をみたところ、２３．６％の人が、

生活習慣病に関して医療機関を受診しており、生活習慣病以外の受診を含めると、６７．９％

の人が医療機関を受診しています。かかりつけ医からの健診受診勧奨や、対象者への医療機関

受診時の検査データ提供の拡大を含め、健診受診率の向上を図ります。 

 

図 ２０ 特定健診未受診者の生活習慣病での受診状況（令和元年度） 
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（３）対象者の生活習慣病リスクの状況 

令和元年度の特定健診の受診率は、表４３では４４．１％となっています。うち、メタボ該

当者として特定保健指導に該当するのは、６２０人の６．９％です。一方で、服薬していても

メタボに該当する人や、メタボには該当はしないものの服薬中の人も多い状況です。特定保健

指導対象外でも生活習慣病で受診している人が多くおり、服薬等と合わせた、食事・運動を含

めた生活習慣等の改善が必要です。 

なお、５５．９％と半数以上が特定健診未受診者となっており、特定健診未受診者へアプロ

ーチを強める必要があります。 

 

表 ４３ 特定健診の状況（令和元年度） 

 
※ＫＤＢシステム健診ツリー図を加工（国民健康保険途中喪失者を含む） 

 

さらに、特定健診の結果とリスク保有の状況をみていきます。治療もなく、リスクもない人

の割合は男性では７．９％、女性では１８．４％となっており、治療中も含めると男女ともに

８０％以上がなんらかのリスクを保有していることがわかります。 

 

表 ４４ 特定健診受診者の身体状況（令和元年度） 

 

出典：ＫＤＢシステム 
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表 ４５ メタボ・非メタボでのリスク状況（令和元年度） 

 

 

 
出典：ＫＤＢシステム 

 

 

性別受診者総数中の特定保健指導該当者は男性で約２１％、女性で約７％となっています。

（４１ページ 表４６参照） 

服薬者割合は、男性で約４６％、女性で約４３％となっており、平成２８年度と比べると、

男女ともに大幅に増加しています。 

また、表 ４４にて示した通り、非メタボで血糖・脂質・血圧値のリスクがあり服薬をして
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健診受診者総数中の喫煙者も男性で約２３％、女性で約８％存在することから、生活習慣病

のリスクを持つ人の減少に向けて、特定保健指導対象者のみならず、非メタボの有所見者や喫
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表 ４６ 特定健診受診者のリスクパターン（令和元年度） 

 

※階層化の方法については、第５章の図２９ 対象者選定の方法・階層化（６０ページ）に記載 

出典：ＫＤＢシステム 
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表 ４７ 健診受診者総数中の喫煙者割合（令和元年度） 

 

 

 

     出典：特定健診等データ 
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（４）有所見者割合の国・県との比較 

令和元年度の特定健診で保健指導判定値以上となった有所見者の割合を国・県と比較した

ところ、男性ではLDLコレステロールと血糖、女性では血糖が国・県と比べ多くなっています。 

 

図 ２１ 令和元年度 特定健診の有所見者割合 国・県との比較（男性） 

 

 

図 ２２ 令和元年度 特定健診の有所見者割合 国・県との比較（女性） 

 

出典： KDB システム 
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（５）健診の質問票の回答割合の国・県・同規模保険者との比較 

回答割合が高かったのは、男性では「食べる速度が普通」、「１回３０分以上の運動習慣なし」、

「１日飲酒量（１合未満）」、女性では「１日飲酒量（１合未満）」、「食べる速度が普通」、「飲

まない（飲酒しない）」等がみられました。 

また、国・県・同規模保険者と回答割合を比較したところ、有意に多かったのは、男性では

「週３回以上就寝前夕食」、「週３回以上朝食を抜く」、女性では、「週３回以上朝食を抜く」、

「毎日飲酒」となっており、男女ともに改善意欲や改善に取り組んでいると回答した割合も高

くなっています。生活習慣病予防のために、身体活動量の向上やバランスの良い食生活といっ

た健康的な生活習慣の主体的取組の実践につなげることが必要です。 

 

表 ４８ 健診の質問票の回答割合の国・県・同規模保険者との比較（令和元年度） 

 

出典：KDB システム「質問票調査の状況」（令和元年度累計）を国立保健医療科学院「質問調査の状況」年齢調整ツールで 

加工し作成 

標準化比に＊が付記されたものは、基準に比べて有意な差が（ｐ＜0.05）があることを意味する 
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1,760 39.2% 39.4% 39.4% 39.9% 98.5 98.7 97.3 2,192 27.9% 30.7% 30.4% 30.6% *91.1 *91.9 *91.5

1,760 12.8% 11.5% 10.8% 11.4% 109.8 *117.1 110.8 2,192 6.5% 6.0% 5.7% 5.9% 107.5 113.3 110.4

1,760 22.6% 20.8% 20.7% 21.5% 107.1 108.1 104.1 2,192 30.5% 28.8% 27.8% 29.0% 105.3 *109.0 104.6

1,759 4.6% 4.5% 4.2% 4.6% 98.9 106.3 98.2 2,192 2.8% 2.2% 2.1% 2.3% 127.6 *134.5 124.3

1,760 8.2% 8.2% 7.0% 8.0% 101.3 117.4 103.5 2,186 3.4% 4.0% 3.2% 3.9% 84.9 104.6 86.6

1,758 1.4% 0.9% 0.8% 1.0% 149.6 *173.4 143.4 2,190 0.4% 0.5% 0.4% 0.6% 77.3 92.3 73.9
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1,745 47.7% 43.1% 44.3% 43.2% *110.1 *107.3 *110.0 2,173 24.5% 27.1% 27.1% 26.7% *89.6 *89.6 *90.9

1,749 53.5% 57.8% 55.5% 57.9% *92.4 95.9 *92.3 2,172 53.1% 61.7% 57.5% 61.2% *86.5 *92.5 *87.2

1,747 42.0% 46.3% 47.5% 48.0% *90.6 *88.1 *87.4 2,170 39.7% 46.0% 47.0% 47.4% *86.7 *84.6 *84.0

1,740 44.0% 49.5% 49.0% 49.3% *88.4 *89.3 *89.0 2,159 42.3% 51.2% 49.6% 50.3% *82.5 *85.1 *84.1

0 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0 0 0

1,747 32.0% 30.9% 30.3% 31.5% 102.6 105 100.8 2,174 23.4% 23.8% 21.9% 24.2% 98.1 106.3 96.2

1,747 59.6% 61.0% 62.0% 60.6% 98.3 96.6 99 2,174 69.0% 68.0% 70.0% 67.6% 101.3 98.3 101.9

1,747 8.4% 8.1% 7.7% 7.9% 102.4 107.2 104.7 2,174 7.7% 8.3% 8.0% 8.2% 95.3 97.8 96.1

1,742 24.6% 21.5% 24.3% 22.3% *116.2 101.6 *111.5 2,169 12.0% 11.5% 12.1% 11.6% 104.4 99 103

0 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0 0 0

1,745 12.6% 10.6% 11.8% 11.5% *115.3 104.6 107.1 2,166 8.6% 6.2% 7.2% 6.8% *139.3 *119.8 *126.7

1,757 44.7% 43.2% 43.3% 44.0% 103.6 103 101.4 2,191 13.7% 9.9% 11.9% 11.0% *138.6 *115.6 *124.0

1,757 24.5% 23.2% 23.3% 23.3% 106.1 105.6 105.5 2,191 26.1% 20.7% 22.6% 21.8% *125.9 *115.5 *119.2

1,757 30.8% 33.6% 33.4% 32.7% *91.3 92.3 94.2 2,191 60.1% 69.4% 65.5% 67.1% *86.6 *91.7 *89.6

1,724 50.1% 45.9% 48.0% 45.5% *109.0 104.5 *110.3 2,139 85.2% 85.1% 84.4% 83.7% 100.1 100.9 101.9

1,724 29.8% 34.5% 32.0% 34.4% *87.4 93.8 *87.4 2,139 11.2% 11.6% 12.0% 12.7% 97.7 94.8 89.4

1,724 15.8% 15.3% 15.9% 15.6% 101.1 97.5 99.4 2,139 2.7% 2.6% 2.9% 2.9% 105 93.4 94.5

1,724 4.3% 4.3% 4.1% 4.6% 99.5 104.7 93.6 2,139 0.8% 0.7% 0.7% 0.8% 105.4 111.8 93.3

1,740 24.1% 22.9% 24.0% 23.5% 106.5 101 103.3 2,160 25.5% 27.2% 28.4% 27.4% 94 *90.0 93.2

1,742 31.7% 33.1% 33.4% 33.1% 96.8 95.8 96.7 2,151 26.2% 25.2% 28.9% 25.6% 104.2 *91.0 102.6

1,742 19.2% 26.6% 24.2% 27.1% *72.8 *79.3 *71.4 2,151 22.3% 29.2% 24.1% 29.3% *76.9 92.7 *76.6

1,742 14.1% 11.9% 15.0% 11.9% *116.5 93 *117.1 2,151 13.2% 14.8% 18.7% 14.6% 90.1 *71.3 91.3

1,742 9.5% 7.4% 7.1% 7.4% *127.2 *133.0 *127.4 2,151 10.1% 8.9% 8.2% 9.0% *116.6 *126.3 *115.2

1,742 25.5% 21.0% 20.3% 20.6% *121.2 *126.5 *124.1 2,151 28.1% 22.0% 20.2% 21.6% *126.5 *138.4 *129.0

1,755 62.6% 63.6% 63.0% 62.6% 98.4 99.4 100 2,184 59.1% 59.9% 59.5% 59.2% 98.3 99.1 99.6

改善意欲あり

改善意欲ありかつ始めている

取り組み済み６ヶ月未満

取り組み済み６ヶ月以上

保健指導利用しない

改善意欲なし

週３回以上就寝前夕食

週３回以上夕食後間食

週３回以上朝食を抜く

毎日飲酒

時々飲酒

飲まない

１日飲酒量（１合未満）

１日飲酒量（１～２合）

１日飲酒量（２～３合）

１日飲酒量（３合以上）

睡眠不足

食べる速度が遅い

既往歴_心臓病

既往歴_腎不全

既往歴_貧血

喫煙

２０歳時体重から１０kg以上増加

１回３０分以上の運動習慣なし

１日１時間以上運動なし

歩行速度遅い

１年間で体重増減３kg以上

食べる速度が速い

食べる速度が普通

既往歴_脳卒中

生活習慣等 男性（40～74歳） 女性（40～74歳）

年齢調整後割合 標準化比 vs. 年齢調整後割合 標準化比 vs.

単位：％

服薬_高血圧症

服薬_糖尿病

服薬_脂質異常症
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（６）健診受診頻度と医療費の状況 

平成２９年度から令和元年度の３年間において、健診を３年間続けて受診した人（３年連続

受診）と３年間続けて受診しない人（無受診）の年間一人あたり医療費を比較したところ、入

院では無受診の人が、医療費、一人あたり医療費ともに高くなっています。入院外では、一人

当たり医療費は３年連続受診の人が若干高い結果となりました。 

 

図 ２３ 健診受診回数毎の医療費、一人あたり医療費 医科入院（令和元年度） 

 

 

図 ２４ 健診受診回数毎の医療費、一人あたり医療費 医科入院外（令和元年度） 

 

※平成２９年から令和元年度の３年間に連続して特定健診対象者となった人を受診頻度で集計 

出典：レセプトデータ 
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３．特定保健指導 

（１）参加の状況 

特定保健指導の終了率は令和元年度に上昇しましたが、国の示す受診率６０％の目標には

達していません。 

 

図 ２５ 特定保健指導 動機づけ・積極的対象者数及び特定健診終了者数

 
※Ｒ2 年 10 月末時点の速報値 

出典：特定健診等データ管理システム 

 

平成３０年度に特定保健指導を終了した１４６人を対象として、次年度（令和元年度）の健

診結果のメタボ階層化結果を比較したところ、改善した人が３５人（２４．０％）、変わらな 

かった人が６９人（４７．３％）、悪化した人が５人（３.４％）となっています。 

 

表 ４９ 平成３０年度特定保健指導終了者の改善度（令和元年度健診結果階層化と比較） 

 

※階層化の方法については、第５章の図２９ 対象者選定の方法・階層化（６０ページ）に記載 

出典：特定健診等データ 
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（人） （％）

階層化 人数（人） 割合

H30は積極的支援で、翌年度は動機づけ支援であった人 0

H30は動機づけ支援で、翌年度は非該当であった人 28

H30は積極的支援で、翌年度は非該当であった人 7

H30は動機づけ支援で、翌年度は動機づけ支援であった人 52

H30は積極的支援で、翌年度は積極的支援であった人 17

H30は動機づけで、翌年度は積極的支援であった人 5 3.4%

H30は特定保健指導実施者で、次年度の健診結果がない人 37 25.3%

合計 146 100.0%

35人
（24.0％）

69人
（47.3％）
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（２）参加者と非参加者の健診結果の比較 

平成３０年度に特定保健指導を利用した人と利用していない人の翌年度（令和元年度）の健

診結果を比較してみています。 

特定保健指導を利用した人の方が、翌年度の数値が良くなっていることが多くみられ、動機

づけ支援より、積極的支援実施者のほうがその効果がより大きい結果がみられました。 

次年度の健診以降も生活習慣改善効果を維持する対策を引き続き検討する必要があります。 

 

図 ２６ 特定保健指導による効果分析（令和元年度） 
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４．ジェネリック医薬品利用状況 

ジェネリック医薬品の利用率は、年々増加しており、令和元年度は、埼玉県平均と同じ割合

になっています。国の目標値である８０％には達していないため、引き続きジェネリック医薬

品の利用割合を高める必要があります。 

 

図 ２７ ジェネリック医薬品数量シェア 

 

 
       出典：埼玉県国民健康保険連合会提供資料 

 

５．健康サポート訪問事業 

重複・頻回受診及び重複・多量投薬等に該当する被保険者のうち、指導等が必要と考えられ

る方に対し、保健師等の相談員が面談もしくは電話により、療養上の日常生活指導、医療機関

受診及び服薬等に係る指導等を行っています。これからも、適正な受診、服薬への対策を続け

ていく必要があります。 

 

表 ５０ 健康サポート訪問事業実施状況（令和元年度） 

 

             出典：健康保険医療課 

※重複投薬とは、１ヶ月に同一薬剤を複数の医療機関から処方されている人 

※多量投薬とは、同一月に１０剤以上処方を受けている人 
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重複受診 8 2 7

頻回受診 3 2 3

重複投薬 11 5 7

併用禁忌 6 5 4

多量投薬 58 28 24
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第４節 データヘルス計画の目標に関する評価 

１．目標に関する実績 

表 ５１  

 

※上記疾患罹患者及び人工透析実施者の新規国民健康保険加入を除く 

 

２．保健事業に関する実績 

表 ５２  

 

※令和２年度の健診結果の階層化との比較のため未算出 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成30年度 令和元年度
令和元年度の

目標値
中間評価

1 49人 44人 49人 達成

3 7人 1人 4人 達成

1,053人 未達成

脳梗塞、心筋梗塞の入院発生数の抑制

目　　標※

新規人工透析導入者数（年度末集計）の抑制

2
糖尿病、高血圧症、脂質異常症の傷病名を
２項目以上合併する者の減少

1,497人 1,514人

平成30年度 令和元年度
令和元年度の

目標値
中間評価

45.0% 44.6% 47.0% 未達成

30.1% 39.2% 35.0% 達成

24.0% （※） 38.0% （※）

達成

達成
ヘ
ル
ス
サ
ポ
ー

ト

生活習慣病重症化予防対策事業参加者中の検査数値改善者
割合の増加（事業前後の測定値または健診値との比較）
HbA1c、血圧、eGFRの１つ以上

当該年度参加者数中

40％
当該年度参加者数中

60％
当該年度参加者数中

20％

健康サポート訪問事業参加者総数中の
適正受診への改善が見られた人の割合

当該年度参加者数中

39％
(延べ人数で算出）

当該年度参加者数中

52％
(延べ人数で算出）

当該年度参加者数中

50％

-6.5% -5.1% -5.0% 達成

健康マイレージ参加者の１日平均8,000歩以上の
参加者割合（平成30年度比）

健康マイレージの国保加入者参加者数の増加 928人
（うち国保加入者290人）

1,367人
（うち国保加入者410人）

900人
（うち国保加入者数

の経年の増加）

達成

特定保健指導終了率の向上

目　　標

ヘ
ル
ス
ア
ッ

プ

特定健診受診率の向上

特定保健指導終了後の改善率の向上

特定健診結果の血糖、血圧、脂質の検査値のうち、
１項目以上が受診勧奨値に該当する者の人数の減少
（Ｈ28年度2,517人との比較）

健康マイレージ参加者のＢＭＩ基準値（18.5以上25未満）
の参加者割合（平成30年度比）
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第４章 分析結果に基づく課題・施策の方向性 

図 ２８ 

■市の状況

・平成30年の65歳健康寿命は男18.58年、女21.29年であり、県と比較して長い。

・平成30年の平均寿命は男81.40歳、女87.47歳であり、国・県と比較して長い。
・平成30年の死亡率（人口10万対）は633.8、県と比較して低い。

・令和元年の高齢化率は17.7％、平成30年の要介護等認定率（65歳以上）は9.5％であり、国・県と比較
して低い。

・国民健康保険被保険者数は近年減少幅は小さくなっており、令和元年度の加入率は17.2％

（令和元年度 埼玉県「健康指標総合ソフト」より抜粋）

■和光市国民健康保険の状況

<国民健康保険財政>

・法定外の繰り入れを行い、国民健康保険運営を行っている。

・保険税収入は減少している。
・収納率が伸び悩んでいる。

＜医療費＞

・医療費総額の約７割が60歳以上で占めている。

・医療費の総額を国、県、同規模保険者と比較すると、「がん」、「高血圧症」、「脂質異常症」が高い。
・一人あたり医療費は増加傾向で、なかでも55歳以上の医療費が高い

・一人あたり医療費は入院、入院外で増加傾向が続いている。

・高額な入院件数、入院患者が増加しており、特に「その他の悪性新生物」が増加している。

・入院医療費は「循環器系の疾患」、「新生物」が占める割合が多い。

・入院外医療費は「内分泌、栄養及び代謝疾患」、「新生物」が占める割合が多い。

＜主要な疾患＞

・脳梗塞患者は32人と平成30年度からは減少。そのうち、75％が初回発生。半数以上が高血圧、糖尿病、

脂質異常症のいずれかを併発。

・人工透析患者は減少傾向。令和元年度では36人で、そのうち新規発生者は１人。

・主な疾患の入院後の外来継続率は対象者人数が多い「脳血管疾患」と「虚血性心疾患」で割合は50％を

下回る。

・脳出血・脳梗塞・腎不全のいずれかを発症した者（60歳以上）で、約34％が国民健康保険に加入した日

から２年以内に発症。約61％が５年以内に発症している。

・介護２号認定者の約80％が「血管疾患」と「筋・骨格疾患」を有する。

＜健診・保健指導の状況＞

・特定健診受診率・特定保健指導終了率は伸びているが、国の示す目標値との乖離がある。

・健診未受診者の約68％が医療機関を受診しており、約24％は生活習慣病での受診をしている。未受診

者は男性に多い。
・令和元年度の特定保健指導該当者は男性で約21％、女性で７％。服薬者割合は、男性で約46％、女性

で約43％。
・メタボ非該当で血糖・脂質・血圧高値の人は、男性で約25％、女性で約32％。

・生活習慣病重症化予防対策事業での受診勧奨実施後、約４割が医療機関を受診。

・健診の有所見者割合で男性はＬＤＬコレステロールと血糖、女性は血糖が国・県と比較して多い。

・健診の質問票において、受診者の約５割が「１回30分以上の運動習慣なし」と回答。国・県と比較して、男

性は「週３回以上就寝前夕食」と「週３回以上朝食を抜く」、女性は「週３回以上朝食を抜く」と「毎日飲酒」が
有意に多い。

現

状

把

握
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の

方

向

性

１ ヘルスアップ、ヘルスサポートによる健康寿命の延伸

施策の展開を進めるに当たっては、健康寿命の延伸を図るため、健康づくり基本条例、第二次健康わこう

２１計画に掲げるヘルスアップとヘルスサポートの視点から、施策の展開を検討します。

２ 医療費の適正化

一人当たり医療費は伸び続けている現状にあります。医療費の伸びは、納付金（＝被保険者負担）の増加

につながります。今後の施策については、医療費の抑制・低減に影響を与えることができる取組を構築させ

ることを第一に考えていきます。

３ 適正かつ安定的な国民健康保険運営
県運営方針に基づき、県と連携を図りながら、事務の標準化に努めます。また、収納率の向上、国民健康

保険税率の改正及び国や県からの交付金（保険者努力支援制度など）の確保に努め、法定外繰入金（赤

字）の解消・削減に取り組んで行きます。

<国民健康保険運営に対する課題>

１ 一人当たり医療費が増加していく一方で、被保険者数の減少等により保険税収入は年々減少している。

２ 財源補填のため、一般会計から法定外の繰入れ（赤字）を行い、国民健康保険運営を行っており、実質

的な収支は赤字が続いている。

３ 市の事務処理は、法令等の範囲内でそれぞれの運用を行っており、実施方法や判断基準にばらつきが

あり、県単位での統一がされていない。

＜健康課題＞
１ 脳心血管疾患等の重症化した者には、高血圧と脂質異常症の併発等マルチリスク者が多い。

２ 特定健診受診率・特定保健指導終了率に、国の示す目標値との乖離がある。
３ 令和元年度の特定保健指導該当者は男性で約21％、女性で約７％おり、メタボ非該当の有所見リスク

者も約３割程度存在する。

４ 健診受診者の男性には運動習慣なし並びに就寝前夕食、女性は朝食を抜く並びに毎日飲酒の回答者が

多い。

5 介護認定者の約80％が「血管疾患」と「筋・骨格疾患」を有している。
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第５章 施策の展開 

第１節 保健事業の推進 

１．目標 

表 ５３ 第２期データヘルス計画 中間評価後の目標 

目標と達成度（各年度に当該年度の該当者数を記載） 

 

※１～３については、上記疾患罹患者及び人工透析実施者の新規国民健康保険加入を除く 

 

保健事業に関する目標と達成度 

 

（Ｒ３～５の事業を実施しない場合の入院発生見込数の算出方法） 

基準値（Ｈ28 分）×Ｈ26～28 の疾患別での年度平均伸び率×再発者のＨ28 疾患別総数中の割合 

         （脳梗塞は 11.34％、心筋梗塞は 0％） （脳梗塞は 54.1％、心筋梗塞は 5.9％） 

脳梗塞は平成 26～28 の伸び率（Ｈ27 とＨ28 の各伸び率（+19.35％と+3.33％）の平均値（+11.34％）を採用）、 

心筋梗塞は平成 26～28 の伸び率がマイナスであったため伸び率を 0％として計算 

R3（2021） R4（2022） R5（2023）

上記の目標１～３を実施した場合の医療費適正化効果見込額
（単位：千円）

　（参考）事業を実施しない場合の入院発生見込数
           （Ｈ26～28の入院発生数の伸び率を乗じて算出）

75名 82名

46名

90名

1,009名

　　　2人

-59,984

1

-40,083 -50,595

2
糖尿病、高血圧症、脂質異常症の傷病名を２項目以上合併する
者の減少（Ｈ29年2月請求分1,074名）

1,042名 1,032名

新規人工透析導入者数（年度末集計）の抑制（Ｈ28年度4名） 　　　3人 　　　2人

目　　標※

脳梗塞、心筋梗塞の入院発生数の抑制（Ｈ28年度52名） 48名 46名

3

R3（2021） R4（2022） R5（2023）

当該年度参加者
数中の50%

900人

健康サポート訪問事業参加者総数中の適正受診への改善が見ら
れた人の割合

当該年度参加者
数中の50%

当該年度参加者
数中の50%

健康マイレージ参加者の１日平均8,000歩以上の参加者割合の
増加（Ｈ30末の該当者数との比）

50.0%

900人

-10.0%

当該年度参加者
数中の30%

20％増

健康マイレージ参加者のＢＭＩ基準値（18.5以上25未満）の参
加者割合の増加（Ｈ30末の該当者数との比）

健康マイレージの国保加入者参加者数の増加（新規事業） 900人

生活習慣病重症化予防対策事業参加者中の検査数値改善者割合
の増加（事業前後の測定値または直近健診結果との比較）
　　　HbA1c、血圧、eGFRのうち１つ以上

当該年度参加者
数中の27%

当該年度参加者
数中の29%

ヘ
ル
ス
サ
ポ
ー

ト

20％増

特定健診の血糖、血圧、脂質の検査項目のうち、１項目以上が
受診勧奨値に該当する人数の減少（Ｈ28年度2,517人）

-7.0% -8.0%

特定保健指導終了後の改善率の向上（平成28年度34.1％） 44.0% 47.0%

特定保健指導終了率の向上(Ｈ28年度　15.5％） 45.0% 55.0%

目標

ヘ
ル
ス
ア
ッ

プ

特定健診受診率の向上(Ｈ28年度　42.5％） 53.0% 56.0% 60.0%

60.0%
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２．保健事業の推進 

目標達成に向けた保健事業の実施内容及び下半期（令和３年度から令和５年度）の方向性を

以下に記載します。なお、（１）ヘルスアップ①から④及び（２）ヘルスサポート①は重点事

業として、詳細に記載しています。 

 

（１）ヘルスアップ（健康増進や疾病の予防に関する取組） 

① 特定健診 

 

 

メタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）を含む生活習慣病の予防・改善 

 

 

対象者 年度末年齢(翌年３月３１日時点の年齢)が４０歳から７４歳の和光市国民健康

保険加入者 

実施方法 個別健診及び集団健診 

後に記載の【特定健康診査・特定保健指導の実施方法】参照 

実施者 個別健診は朝霞地区医師会の健診契約医療機関、集団健診は健診実施事業者 

実施期間 ７月１日から１２月３１日 

(※集団健診：７月～１２月のうち、市が決定した日程) 

実施場所 個別健診は健診契約医療機関、集団健診は市内公共施設（保健センター等） 

委託先 一般社団法人朝霞地区医師会及び健診実施事業者 

周知・案

内方法 

特定健康診査受診対象者には、特定健康診査受診券と受診案内を送付 

周知の徹底を図るため、広報わこうや市ホームページ等に関連情報を掲載 

実施スケ

ジュール 

４月 健康診査対象者の抽出 

５月 受診券等の案内文書の作成・印刷 

６月 対象者への受診券等の個別通知の発送、広報わこう・市ホーム 

   ページ・健康ガイド等での周知 

７～１２月 特定健康診査実施（集団・個別）  

 

 

 

平成３０年度特定健診受診率・受診者数 ４５．０％（４，０８７名） 

令和 元年度特定健診受診率・受診者数 ４４．６％（３，９２７名） 

 

 

 

管理指標 目標値 結果 達成度 

令和 元年度特定健診受診率 ４７．０％ ４４．６％ ９４．９％ 

 

  

目的 

内容 

実績 

評価 
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 特定健診受診率は伸びているが、国の示す目標値との乖離がある。加えて、令和２年度

は新型コロナウイルス感染拡大の影響により、受診者が減少した 

 特定健診の結果、治療もなく、リスクもない人の割合は男性では７．９％、女性では 

１８．４％となっており、治療中も含めると男女ともに８０％以上がなんらかのリスク

を保有している 

 健診未受診者の約６８％が医療機関を受診しており、約２４％は生活習慣病での受診を

している。未受診者は男性に多い 

 メタボ非該当で血糖・脂質・血圧高値の人は、男性で約２５％、女性で約３２％ 

 

 

 受診率の向上 

 集団健診及び個別健診での特定健診とがん検診の同時受診体制で実施し、受診者の 

利便性を高めることで、特定健診と合わせてがん検診等の受診率の向上を図る 

 連続未受診者及び不定期受診者に対して、ＡＩを活用し特性に合わせた受診勧奨 

（通知等）や特定健診相当のデータ提供勧奨の実施並びに未受診理由の聞き取り 

 国民健康保険加入手続時の特定健診該当者への受診勧奨（チラシ配布等） 

 社会保険等離脱後（５年以内）の国民健康保険加入者の健診受診勧奨（文書等） 

及び検査データ提供の勧奨、必要に応じ保健指導の実施（６０歳以上や生活習慣病 

でのレセプトありの方等） 

 新型コロナウイルス等感染予防対策を講じたうえでの健診実施、集団健診の定員、 

日程の調整及びキャンセル繰り上げ実施を可能な限り健診日近くまで実施し、受診 

希望者ができるだけ受診できるよう対応 

 生活習慣病のリスクの高い人の早期発見、早期支援の強化 

 社会保険等離脱後５年以内かつ５５歳以降の国民健康保険加入者の健診未受診者への 

個別受診勧奨（通知、電話等）またはデータ提供依頼、並びに受理した検査結果に 

応じて保健指導を実施 

 早期支援の強化は、④生活習慣病リスク改善対策（６３ページ）を参照 

 特定健診の受診と医療費効果の検証 

 健診受診の有無と医療費の関係等の確認（KDB システムデータ活用） 

 

 

 

目標値 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

特定健康診査受診率 ５３．０％ ５６．０％ ６０．０％ 

 

 

  

課題 

今後の取組 

目標値 
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② 特定保健指導 

 

 

メタボリックシンドローム等の予防・改善及び生活習慣改善の推進 

 

 

対象者 特定健診結果で動機づけ支援または積極的支援に該当した人 

実施方法 来所等での約３カ月の生活習慣改善のための個別支援を実施 

実施者 特定保健指導実施事業者及び市 

実施期間 ８月下旬から３月末（予定） 

実施場所 市内公共施設及び参加者の居宅等 

実施方法 後に記載の【特定健康診査・特定保健指導の実施方法】参照 

実施スケジ

ュール 

８～１月 保健指導対象者の抽出、利用券番号の発行 

８～２月 保健指導参加勧奨及び実施（健診結果説明会等での実施） 

健康診査対象者の抽出 

 

 

平成３０年度特定保健指導終了率・改善率 終了率 ３０．１％  改善率 ２４．０％ 

令和 元年度特定保健指導終了率・改善率 終了率 ３９．２％  改善率  （※） 

※令和２年度の健診結果の階層化との比較のため未算出 

 

 

管理指標 目標値 結果 達成度 

令和 元年度特定保健指導終了率 ３５．０％ ３９．２％ １１２．０％ 

 

  

目的 

内容 

実績 

評価 
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 特定保健指導終了率は伸びているが、国の示す目標値との乖離がある 

 令和元年度の特定保健指導該当者は男性で約２１％、女性で７％。服薬者割合は、男性

で約４６％、女性で約４３％ 

 平成３０年度に特定保健指導を終了した人の次年度のメタボ階層化結果を比較したとこ

ろ、改善した人が２４.０％、変わらなかった人が４７.３％ 

 特定保健指導を利用した人と利用していない人の翌年度の健診結果を比較すると、特定

保健指導を利用した人の方が、翌年度の数値が良くなっていることが多くみられ、動機

づけ支援より、積極的支援実施者のほうがその効果がより大きい結果であった 

 

 

 

 終了率及び改善率の向上 

 個別健診受診での積極的支援及び動機づけ支援対象者並びに集団健診受診での初回面

談未実施者には、特定健診実施事業者が健診結果入手後に文書、電話等での保健指導

の参加勧奨を実施。保健指導は禁煙、食事の回数・食べ方等の生活習慣改善を含めて

実施 

 集団健診については、健診日に腹囲・血圧等が基準値以上の人を対象に、特定保健指

導の分割実施 

 平成２９年度から２年連続して積極的支援に該当し、１年目より状態が改善している

人（※）は、動機づけ支援相当の保健指導を実施 

※ ＢＭＩ３０未満の場合：腹囲１㎝以上かつ体重１㎏以上の減少者 

ＢＭＩ３０以上の場合：腹囲２㎝以上かつ体重２㎏以上の減少者 

 特定保健指導初回面談時に、経年の健診結果のグラフや本人の疾患リスク、検査値に

ついて媒体等でわかりやすく説明し、生活習慣改善の必要性への理解促進を図る 

 動機づけ支援、積極的支援ともに実施期間を約３ヶ月とし、必要に応じて終了後４～

６ヶ月目に取組継続の状況確認やアドバイス（文書、電話等）を実施 

 健康教育参加希望者については、健康教育参加時に初回面談及び実績確認を実施する

体制づくりを図る 

 ＩＣＴを活用した特定保健指導の導入の検討 

 特定保健指導による医療費効果の検証 

 健診の有無と医療費の関係及び推移の確認等（ＫＤＢシステムデータ活用） 

 

 

 

目標値 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

特定保健指導終了率 ４５．０％ ５５．０％ ６０．０％ 

特定保健指導改善率 ４４．０％ ４７．０％ ５０．０％ 

 

課題 

今後の取組 

目標値 
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【特定健康診査・特定保健指導の実施方法】 

 

 対象者 

特定健康診査の対象者は、国民健康保険加入者のうち、特定健康診査の実施年度中に４０歳

から７４歳となる者で、かつ当該実施年度の一年間を通じて加入している者 

 

 健康診査項目 

 基本的な特定健康診査項目及びその他の健康診査項目  

   ア 既往歴の調査（服薬歴及び喫煙習慣の状況に係る調査を含む） 

   イ 診察（既往歴・業務歴・自覚症状及び他覚症状の有無を含む） 

   ウ 身体計測（身長、体重、腹囲及び BMI（体重(kg）÷身長(m)の２乗）を含む） 

   エ 血圧測定 

   オ 肝機能検査 （AST（GOT）・ALT（GPT）・γ-GT（γ－GTP）） 

   カ 血中脂質検査（中性脂肪・HDL コレステロール・LDL コレステロール） 

   キ 血糖検査（空腹時血糖、HbA1ｃ） 

   ク 尿検査（尿糖、尿タンパク、尿潜血） 

   ケ 心電図検査（１２誘導心電図） 

   コ 貧血検査（赤血球数、血色素量、ヘマトクリット値、白血球数、血小板数） 

   サ 腎機能検査（血清クレアチニン（eGRF による腎機能評価を含む）、尿酸） 

 詳細な健康診査の項目 

      一定の基準の下、医師が必要と認めた場合に実施 

    ア  眼底検査 

 

 事業者健診等の健診受診者のデータ収集方法 

 健診案内の個別通知に、他健診受診者本人へのデータ提供依頼の文書を記載 

 商工会やＪＡの健診時にデータ提供依頼 

 生活習慣病等で医療機関を定期的に受診する人を対象としたデータ提供依頼 

（文書、電話等） 

 未受診者対策事業において市以外で検査を実施した人へデータ提供依頼 

 

 自己負担額 

１，０００円（※集団健診限定40代無料クーポン対象者を除く） 

 

 情報提供の実施方法 

 特定健康診査受診者全員を対象に結果通知配布時にリーフレットを同封 

 健診結果説明会での小グループ指導やヘルスアップ相談で、個別のニーズ、生活習慣

に即した情報を提供し、本人が生活習慣病の改善、必要な治療や服薬、特定健康診査

の継続受診等の行動変容につながる情報提供 

 広報わこうや市ホームページ等を活用した情報提供 

① 特定健康診査の実施方法 
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  

 対象者 

特定保健指導の対象者は、特定健康診査の結果により、内臓脂肪症候群予防・改善のために、

健康の保持に努める必要があると認められる者 

 

図 ２９ 対象者選定の方法・階層化 

特定保健指導判定基準（階層化） 

腹囲 
追加リスク 

④喫煙歴 
対象 

①血糖 ②脂質 ③血圧 40歳～64 歳 65歳～74歳 

男性８５cm以上 

女性９０cm以上 

２つ以上該当 － 
積極的支援 動機づけ支

援 １つ該当 
あり 

なし  

上記以外で 

BMI25以上 

３つ該当 － 
積極的支援 

動機づけ支

援 
２つ該当 

あり 

なし 
 

１つ該当 － 

（追加リスク項目） 

・血糖：空腹時血糖１００mg/dl以上または HbA1c５．６％以上 

・脂質：中性脂肪１５０mg/dl以上または HDLコレステロール４０mg/dl未満 

・血圧：収縮期１３０mmHg以上または拡張期８５mmHg以上 

 

 プログラム 

動機づけ支援 

初回面接 
医師、保健師、管理栄養士等が対象者に合わせた行動目

標を設定し、生活習慣改善のための支援を行う 

実績評価 
初回面接から３か月経過後、身体状況や生活習慣に変化

がみられたか確認・評価を行う 

積極的支援 

初回面接 
医師、保健師、管理栄養士等が対象者に合わせた行動目

標を設定し、生活習慣改善のための支援を行う 

継続的支援 

３か月以上の継続的な支援を行う 

※食事、運動等の生活習慣の改善に必要な事項について

の実践的な指導、取組を維持するための励まし等 

実績評価 
初回面接から３か月経過後、身体状況や生活習慣に変化

がみられたか確認・評価を行う 

 委託基準 

特定保健指導を委託するにあたっての基準は、厚生労働省告示第１１号（平成２０年１月１

７日）による 

 

 自己負担額 

無料 

 

② 特定保健指導の実施方法 
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③ 受診勧奨 

 

 

特定健診受診率の向上及び対象者の健康管理の意識促進 

 

 

対象者 １）未受診者（主に３年間連続未受診及び不定期受診者の中から選定） 

２）継続受診者（当該年度の特定健診受診者） 

実施方法 文書等により１）未受診者対策 及び２）継続受診対策を実施 

１）未受診者対策：過去複数年における連続未受診及び不定期受診者の中から

対象者の特性に合わせた内容等での受診勧奨を実施 

２）継続受診対策：健診結果返却時、健診結果説明会及び特定保健指導時等の

配布及び郵送 

実施者 受診勧奨実施事業者及び市 

実施期間 １）未受診者対策：７月下旬以降から１２月末 

２）継続受診対策：７月から翌年３月末までの健診結果返却時 等 

実施場所 個別健診実施医療機関及び保健センター 等 

実施スケ

ジュール 

７～８月 対象者情報・発送帳票等準備 

８～１月 健診結果説明会・特定保健指導等での配布及び郵送 

 

 

平成３０年度 当該年度全対象者数の過去３年間における割合 

①連続未受診者５６．８％ ②不定期受診者２２．９％ 

③連続受診者２０．３％ 

令和 元年度 当該年度全対象者数の過去３年間における割合 

①連続未受診者５５．６％ ②不定期受診者２２．８％ 

③連続受診者２１．７％ 

 

 

 

管理指標 目標値 結果 達成度 

令和２年度の全対象者数の 

過去３年間における割合 

（※） 

①連続未受診者 

②不定期受診者 

③連続受診者 

連続未受診者割合の

減少 

連続受診者割合の増

加 

①連続未受診者 

５２．６％ 

②不定期受診者 

２３．８％ 

③連続受診者 

２３．６％ 

前年度比 

①連続未受診者割合

３％減少 

③連続受診者割合 

１．９％増加 

※令和元年度を含む過去３年間の受診実績に基づく集計 

  

目的 

内容 

実績 

評価 
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 未受診者の割合は減少が見られるものの全対象者数の５割を超えており、更なる受診勧奨

が必要 

 令和元年度は、男女ともに７０歳から７４歳、男性の４０歳から５４歳の未受診者が比較

的多い 

 不定期受診者が２割程度みられることから、この対象者の健診受診のリピート率を向上し、

効果的な特定健診受診率向上を図ることが必要 

 

 

 

 健診結果及び適切なセルフケアへの理解及び活用促進 

 主に健康相談や特定保健指導面接時において、経年の健診結果のグラフ化した帳票及

び対象者の生活習慣改善の優先度に合わせた資料選定及びアドバイスを実施 

 集団健診受診者はグラフ化した経年の健診結果及びアドバイスシートの配布、個別健

診受診者は原則医師の結果説明が実施されることから希望者へ配布 

 年齢別での勧奨実施 

 ＡＩを活用した対象者の特性に合わせた文書による受診勧奨を実施（７０～７４歳の

男女、男性４０～５４歳等を含む） 

 ５５歳から６４歳は、生活習慣病罹患者が急増する年代層であること等の情報提供を

含めた特定健診案内通知の送付及び電話での受診勧奨を実施 

 ４０歳代は、無料クーポン券の対象年齢であることから、電話勧奨時に集団健診かつ

がん検診との共同受診を主に受診勧奨を実施 

 その他の年代は、特定健診案内の送付等を実施 

 健診予約時期に合わせた勧奨 

 集団健診の電話予約時期１週間前頃に予約方法等を具体的に記載した勧奨通知を送付

し、予約のタイミングに合わせた勧奨 

 特定健診相当の検査データの提供依頼及び未受診理由の聞き取り 

 他の健診の受診者への健診結果の提供依頼や受診の意向の確認に加え、受診しないと

回答する人の理由の聞き取り、分析を実施 

 地域活動を通しての受診勧奨 

 ヘルスサポーター等による自主活動時及び日常生活圏域での受診勧奨 

 

 

目標値 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

当該年度全対象者数の過去３年間における割合 

①連続未受診者 

 

４８．０％ 

 

４４．０％ 

 

４０．０％ 

②不定期受診者 ２７．０％ ２８．０％ ２９．０％ 

③連続受診者 ２５．０％ ２８．０％ ３１．０％ 

 

今後の取組 

目標値 

課題 
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④ 生活習慣病リスク改善対策（ヘルスサポート内容を含む） 

 

 

生活習慣病（リスク保有者を含む）の発病及び重症化予防 

 

 

対象者 特定健診階層化の情報提供該当者（内服治療中の人を含む）かつ検査数値が基準

値以上の人、医療機関受療中で病状進行のリスクがある人の中から抽出 

実施方法 下記条件から抽出した対象者に文書、電話、来所等での生活習慣改善の個別アド

バイスや情報提供の実施 

１）血圧・脂質・血圧等の検査値の２つ以上が基準値以上の人（マルチリスク） 

２）過去複数年において脳心血管疾患（脳梗塞、クモ膜下出血、心筋梗塞等）で

入院履歴のある人 

実施者 市 

実施期間 ７月から３月末 

実施場所 市内公共施設及び参加者の居宅等 

 

 

 

平成３０年度実施者総数 ９５名（脳梗塞３５名、クモ膜下出血３名、心筋梗塞５７名） 

令和 元年度実施者総数 ５８名（脳梗塞１６名、心筋梗塞１２名、マルチリスク３０名） 

 

 

 

管理指標 目標値 結果 達成度 

特定健診の血圧、脂質、血糖の検査項目

のうち、１項目以上が受診勧奨値に該当

する人の割合 

（Ｈ２８年度２，５１７人との比較） 

－４．０％ －５．１％ １２７．５％ 

高血圧症、脂質異常症、糖尿病の傷病名

を２項目以上合併する人の数 

（Ｈ２９年度２月請求分１，０７４人） 

１，０５３人 １，５１４人 －４３.８％ 

 

  

目的 

内容 

実績 

評価 
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 令和元年度２月請求レセプトにおいて、高血圧症・脂質異常症・糖尿病の傷病名を複数併

せ持つマルチリスク者が約２１％、そのうち３つの傷病名を併せ持つ人は６．６％ 

 脳梗塞患者の半数以上が、高血圧症・脂質異常症・糖尿病のいずれかの疾患を併発 

 高額医療費につながる腎不全・虚血性心疾患の人の中では、「高血圧症×脂質異常症」の

マルチリスクの組み合わせが最も多い 

 令和元年度の特定健診受診者のうち、メタボ該当者は男性が２４．８％、女性が８．４％、

非メタボで血圧・脂質・血糖値のリスクがあり服薬をしていない人は男性で約２５．３％、

女性で約３２．２％、喫煙者は男性で約２３％、女性で約８％みられる 

 

 

 特定保健指導対象者以外の検査高値、糖尿病性腎症等リスク者へのアプローチ 

 過去複数年の健診結果において、特定保健指導対象外かつレセプトが発生していない

人のうち、ＨｂＡ1ｃ５．６～６．５％以上、収縮期血圧１５０mmHgまたは１００

mmHg以上、LDL コレステロール１７０㎎/dl 以上の２つ以上に該当する人、慢性腎

臓病リスク分類Ｇ３ｂ以上やＨｂＡ1ｃ５．６以上かつ eGFR６０未満等の中から、

優先度に応じて対象者を決定し、文書、電話、来所等による保健指導を実施 

 中リスク以上の人は、食事・運動等の生活習慣改善を含めた保健指導とし、支援毎に

進捗状況の確認及び具体的な行動計画の見直しや状況に応じ健康教育等を紹介  

 生活習慣病による医療機関受診者へのアプローチ 

 循環器疾患（脳梗塞等）の入院中・後の人、高血圧症・脂質異常症・糖尿病の傷病名

を複数併せ持つ人、非メタボ等の経過を確認し、緊急度に応じて支援対象者を選定 

文書、電話、来所等による生活習慣や服薬等の状況確認及び医師の指導内容の実施状

況を踏まえ食事・運動等の生活習慣改善を含めた保健指導を実施 

 特に循環器疾患の再発予防のため、生活習慣病罹患者の健診・レセプトでの状況確認

及び適切なセルフケアへの支援 

 生活習慣病リスクがある介護認定者等については、介護担当部署への情報提供等を実

施し、地域包括ケアでの個別マネジメントを支援 

 

 

 目標値 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

特定健診の血圧、脂質、血糖の検査項目

のうち、１項目以上が受診勧奨値に該当

する人の割合 

（Ｈ２８年度２，５１７人との比較） 

－７．０％ －８．０％ －１０．０％ 

高血圧症、脂質異常症、糖尿病の傷病名

を２項目以上合併する人の数 

（Ｈ２９年度２月請求分１，０７４人） 

１，０４２人 １，０３２人 １，００９人 

課題 

今後の取組 

目標値 
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（２）ヘルスサポート（疾病の進行と重症化を防ぐための取組） 

① 糖尿病性腎症重症化予防対策事業 

 

 

糖尿病性腎症による人工透析への移行防止等重症化予防及び医療費適正化 

 

 

対象者 受診勧奨は、特定健診結果の血糖値や尿検査結果等から抽出した糖尿病の重症

化するリスクの高い未受診者及び受診中断者 

保健指導は、糖尿病性腎症等の通院者のうち重症化するリスクの高い者 

実施方法 受診勧奨は、医療機関の紹介を含め、個別に通知・電話等により実施 

保健指導は、かかりつけ医の同意を受け、訪問等による約６カ月間の個別支援

継続支援は６か月以内での電話等での個別支援を実施 

実施者 埼玉県、埼玉県国民健康保険団体連合会及び市 

実施期間 ４月から３月末 

実施場所 市内公共施設、参加者の居宅、事業参加薬局等 

 

 

平成３０年度 

①受診勧奨 

（通知発送数・レセプトでの受診確認数・受診割合(※)） 

②保健指導（対象者数・参加者数・終了者数） 

 

①３４人、１２人、３５．３％ 

②３０人、１５人、１３人 

令和元年度 

①受診勧奨 

（通知発送数・レセプトでの受診確認数・受診割合(※)） 

②保健指導（対象者数・参加者数・終了者数） 

 

①６０人、２６人、５１．０％ 

② ２９人、８人、７人 

※集計時国民健康保険喪失者を除く 

 

 

管理指標 目標値 結果 達成度 

令和元年度新規人工透析導入者数

（※） 

４人 １人 １００％ 

令和元年度同事業保健指導参加者中の

検査数値改善者割合（事業前後の測定

値または直近健診結果との比較）

HbA1c、血圧、eGFR の１つ以上 

参加者数中の

２０％ 

参加者数中の

６０％ 

１００％ 

※人工透析者の新規国民健康保険加入者を除く 

  

目的・背景 

内容 

実績 

評価 
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 人工透析新規導入者数は経年で減少している。今後は、更なる受診勧奨及び保健指導参加

者を増やし、人工透析導入者数を低減 

 

 

 参加者の適切なセルフケアの維持・向上 

 朝霞地区４市（朝霞市、志木市、新座市、和光市）連携での埼玉県の糖尿病性腎症重

症化予防対策事業の共同参加による実施 

 対象者は、ＫＤＢシステムデータにおいて直近のレセプトでの受療状況を確認すると

ともに、事業対象者外で糖尿病性腎症のリスクが高い人（健診で eGFR が３０以下

でレセプトが直近で発生等）が見られた場合には候補者として選定 

 保健指導において日常生活での注意点等を参加者と確認のうえ、重症化予防のための

目標設定及びアドバイスを実施 

 参加医療機関（担当医等）からの対象者への参加勧奨の依頼等候補者が参加の動機づ

けとなる体制づくり 

 保健事業と介護の一体的実施の対象者抽出の際に、同事業データを活用し対象者選定

を実施。介護認定者等については、必要性に応じて介護担当部署への情報提供等を実

施し、地域包括ケアでの個別マネジメントを支援 

 事業の効果検証及び状況変化の確認 

 埼玉県共同事業での効果検証に加え、ＫＤＢシステム等を活用して定期的に受診状況や

レセプトでの受療状況、医療費を確認し、病状進行の変化を随時把握し、必要に応じた

状況確認や保健指導を依頼 

 

 

 

目標値 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

新規人工透析導入者数（※） ３人 ２人 ２人 

同事業参加者中の検査数値改善者割合

（事業前後の測定値または直近健診結果

との比較） 

HbA1c、血圧、eGFR の一つ以上 

参加者数中の

２７％ 

参加者数中の

２９％ 

参加者数中の

３０％ 

※人工透析者の新規国民健康保険加入者を除く 

  

課題 

今後の取組 

目標値 
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② 健診結果説明会・ヘルスアップ相談 

目的 健診結果の理解促進及び生活習慣改善支援による健康の保持・増進 

対象者 集団健診による特定健診受診者 等 

実施方法 保健師、栄養士、看護師による健診結果の説明や、生活習慣改善についての 

アドバイスを実施 

実施者 健診実施事業者及び市 

実施期間 ８月に２回、１０月から翌年１月の期間に月１～２回（予定） 

実施場所 保健センター 

課題と今後の取組 

今後の 

取組 

① 特定保健指導実施率の向上 

ア 集団健診時に保健指導を分割実施した人に、今年度の健診結果を踏まえた

目標の設定を実施し、初回面接を完了 

イ 当該年度の健診結果で新規対象となった人は初回面接の勧奨・実施、当日 

保健指導に参加できない人には、個別通知での特定保健指導の参加勧奨を実施 

② 生活習慣病リスク者への個別保健指導 

ア 非メタボや健診結果で高血圧・糖尿病・脂質異常症で２つ以上が保健指導

判定値以上となっている人（④生活習慣病リスク改善対策(６３ページ）の対

象者を含む）等に対して、面接での個別保健指導を実施 

イ 具体的な指導内容は、肥満の血糖高値の人への血糖値の上昇を抑えるため 

の生活習慣改善方法、運動習慣のない人への運動習慣の必要性、禁煙、バラ 

ンスの良い食生活、適正飲酒、認知症予防等についてリーフレットを活用した

情報提供及びアドバイス 

③ 小グループ指導での適切なセルフケアの理解促進 

ア 健診結果の見方、生活習慣病の予防のための日常生活（身体活動量の維持・

向上、禁煙・適正飲酒等）について説明。生活習慣改善のアドバイスの希望者

については、個別相談（ヘルスアップ相談）の参加を勧奨 

イ がん検診の要精密検査対象者への精密検査の必要性及び受診勧奨、後日受

診状況の追跡連絡の実施等について説明 
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③ 認知症検診 

目的 認知症の早期発見、早期治療への支援 

対象者 前年度年齢が６４歳から７３歳の市民 

実施方法 集団健診（問診、スクリーニング検査、医師による診察） 

実施者 健診実施事業者及び市 

実施期間 ９月から１１月（予定） 

実施場所 市内公共施設（保健センター等）  

課題と今後の取組 

今後の 

取組 

 

① 対象者への周知及び受診勧奨 

ア 他健（検）診案内に案内通知を同封 

イ 広報・ホームページ等での周知を実施 

ウ 地域支援事業等での周知依頼 

エ 認知症予防の情報提供（広報、ホームページ等） 

② 要精密検査となった人への専門機関への受診勧奨 

検診結果において要精密検査となった人に専門機関の紹介・受診勧奨及び

受診経過の確認を実施 

 

④ 健康マイレージ 

目的 身体活動の向上等主体的な健康づくり活動の実践・継続による生活習慣病予

防・改善及び健康増進 

対象者 市内在住の和光市民で申込日に１８歳以上（高校生を除く） 

実施方法 １）概要：埼玉県健康マイレージ事業に共同参加し実施。参加者に歩数計を貸

与又はアプリを利用して歩数を記録し、歩数に応じてポイントを付与し、貯

めたポイントに応じて埼玉県健康マイレージ事業の商品抽選会に参加できる

仕組み。加えて、市健康づくり事業への参加及び主体的な健康づくり行動等

に対して市独自ポイントを付与し、市独自のインセンティブを配布 

２）参加方法：歩数計利用での参加とスマートフォン等にアプリをダウンロー

ドして参加する２つの方法から選択 

実施者 市及び県、関係機関等 

実施期間 ４月から３月末 

実施場所 市内及び県内歩数計カウント機器設置場所等 

課題と今後の取組 

今後の 

取組 

 

① 参加者の拡大 

ア 事業での参加勧奨（健診・健診結果説明会、健康教育等） 

イ 庁内関係部署を含む関係機関との事業連携及び周知等協力依頼 

ウ 国民健康保険加入者については、健診案内送付時に同事業リーフレット 

の同封、健診結果説明会等での参加申込受付等による勧奨を実施 

エ スポーツ担当部署等の健康づくり活動にポイントを付与し、市民特に 

若年・中年層への参加勧奨を実施 
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オ 市内公共施設等での広報リーフレットの設置 

② 適切なセルフケアの理解促進 

ア 広報、ホームページやヘルスサポーター活動等による参加勧奨に合わせて

ヘルスサポーターの自主活動（ウォーキング、ラジオ体操等）、市及び地域の

健康づくり活動の周知及び参加勧奨、自主的な健康づくり実践に活用できる

情報提供を実施 

イ 参加者の参加状況（血圧値等）や身体状況に応じて、生活習慣病リスク改

善対策等での保健指導を実施 

ウ 体力測定会の測定結果等に応じた個別アドバイスや将来的に注意する必要

性が高い健康づくりに関する情報提供（フレイル、認知症予防、禁煙等）を

実施し、自主的な健康づくりの支援、参加継続への動機づけ及び身体活動量

の変化等の検証 

③ 参加者の健康づくりへの効果検証 

アンケート、参加前後の検査結果、医療費の比較等 

 

⑤ 健康サポート訪問事業 

目的 被保険者の健康の保持・増進及び医療費の適正化 

対象者 重複受診、頻回受診、重複服薬、多量投薬等のリスクがある人 

実施方法 保健師等による適正受診、適正服薬等についての聞き取り及びアドバイスを 

実施 

実施者 訪問事業実施事業者 

実施期間 ４月から３月末までのうち随時 

実施場所 参加者の居宅等 

課題と今後の取組 

今後の 

取組 

 

①訪問による健康アドバイスの実施 

頻回受診や重複受診のリスクのある人や、内服薬の飲み合わせや重複服薬の 

リスクがある人について、診断や内服薬の処方内容の重複等により疾病の回復

に支障をきたす場合や医療費の増加が懸念されるため、訪問等での受診方法・

内容の適正化や健康の維持増進に向けての聞き取り及びアドバイスを実施 
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表 ５４ その他の保健事業 

 

対象者

がん検診

【目的】がん等疾病の早期発見・早期治療

【検診種類】肺がん、大腸がん、胃がん、乳がん、子宮

頸がん、前立腺がん検診

【概要】個別健診（朝霞地区4市の健診契約医療機

関で受診可）及び集団健診で実施

検診日に該当

年齢の和光市

民

がん検診精密検査追跡

【目的】がんの早期発見・早期治療

【概要】要精密検査対象者等へ受診結果の確認、受

診勧奨を実施（郵送・電話）

30代健診

【目的】健康の保持・増進、生活習慣病等疾病の早

期発見・早期治療

【概要】集団健診で実施（計測、血圧、血液・尿検査

等）

健診日に該当

年齢の和光市

民

福祉健診

【目的】疾病の早期発見、早期治療

【概要】個別健診で実施（計測、血圧、血液・尿検査

等）

当該年度に該

当年齢の和光

市の生活保護

受給者

肝炎ウイルス検診

【目的】肝炎の早期発見・早期治療

【概要】個別健診（朝霞地区4市の契約医療機関で

受診可）及び集団健診で実施

該当年齢の和

光市民かつ肝

炎ウイルス検診

を受けたことが

ない人

骨粗しょう症検診
【目的】骨粗しょう症の早期発見・早期治療

【概要】集団健診の女性限定日に実施

該当年齢の和

光市民かつ女

性

歯周疾患検診
【目的】歯周疾患の早期発見、早期治療

【概要】個別健診で実施

該当年齢の和

光市民または

妊娠中の人

健康教育
【目的】生活習慣病等の予防、改善

【概要】保健センター等で集団向けの健康教育を実施
和光市民

ヘルスサポーター養成講

座

【目的】地域における健康づくりの推進

【概要】生活習慣病・お口の健康・栄養等の専門家の

講義を受けたのち、ヘルスサポーターとして市内で健康づ

くり活動を実施

該当年齢の和

光市内在住・

在勤の人

わこう市政学習おとどけ

講座

【目的】生活習慣病等の予防、改善等

【概要】保健師・管理栄養士が講師となり、生活習慣

病予防等の講座を実施

和光市民

食育事業

地域支援事業

事業名 事業の目的および概要
対象者

年齢（歳）

肺がん,大腸がん,胃がん：40歳以上

乳がん：30歳以上（女性のみ）

子宮頸がん：20歳以上（女性のみ）

前立腺がん検診：55歳以上（男性の

み）

和光市民かつ市のがん検診で要精密検査となった人

20歳以上

全年代

第三次和光市食育推進計画を参照

第８期和光市長寿あんしんプランを参照

30～39歳

40歳以上

年度末年齢が40歳以上

前年度年齢が40,45,50,55,60歳以上

前年度年齢が40,50,60,70歳

実施内容によって異なる
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３．個人情報の保護 

和光市個人情報保護条例及び和光市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例

等の定めるところに従い、適正に管理します。 

加えて、特定健康診査及び特定保健指導の実施結果は、費用支払代行等を実施する埼玉県国

民健康保険団体連合会及び市において、保管及び管理を行います。 

 

４．その他留意事項 

関係機関及び一般衛生部門で育成する地域の担い手であるヘルスサポーター等の連携によ

り、保健事業をより効果的に事業対象者へ周知等を行い、健康づくりに主体的に取り組む市民

の増加による計画の円滑な推進を図ります。 

特定健診・特定保健指導の実施方法の見直しに対応した実施内容への理解促進、効果的な実

施手法を含めた内容の検討・改良等を目的として、国、埼玉県、埼玉県国民健康保険団体連合

会等が実施する研修等に、事業運営に関わる担当者が積極的に参加し、最新の知見や情報収集

に努めるとともに、それらの情報を同事業に携わるスタッフに周知し、保健指導者の知識や情

報の量・質の確保を図ります。 
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第２節 保険者機能の強化 

１．医療費適正化に向けた取組 

１ レセプト点検 

 医療機関等が提出する診療報酬明細書（レ

セプト）について、被保険者資格の有無や記

載不備がないかを点検確認する資格点検を行

い、過誤処理、返還請求等を行います。 

また、疾病名に対する診療内容の妥当性や

点数表との照合など記載内容等の点検確認す

る内容点検を行い、再審査申立をします。こ

れらにより、医療費の適正化に努めます。 

 

令和元年度実績 

・資格点検 2,051 件 

・効果額（保険給付費）約 2,870 万円 

・内容点検 査定件数 549 件 

・返戻件数 65 件 

・効果額（保険給付費）約 140 万円 

２ 第三者行為求償 

 第三者行為に起因すると思われるレセプト

について被保険者に傷病原因を照会し、被害

届の提出を求め、第三者からの行為によって

生じた傷病で保険給付を行ったものについ

て、求償事務を行います。今後もレセプト点

検の充実やマスコミ情報等の活用などによ

り、第三者行為を的確に把握し、求償事務を

より迅速・円滑に行っていきます。 

 

令和元年度実績 

・求償額約 320 万円 

３ 医療費通知 

 被保険者の医療費への関心を高め、また、

適正な保険給付を行うため、医療機関・薬局

等で保険診療（調剤）を受けた被保険者へ総

医療費や自己負担額などの受診状況を通知し

ます。 

 

令和元年度実績 

・年６回通知 

４ 不当利得請求 

 国民健康保険資格を喪失した後に医療機関

等へ受診した医療費について、被保険者へ返

還請求を行います。 

 

令和元年度実績 

・収納額約 280 万円 
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２．医療費の適正化の取組 

１ ジェネリック医薬品の利用促進 

 調剤レセプトを活用し、ジェネリック医薬

品に切り替えた場合の自己負担軽減額及び利

用促進を勧奨する文書を送付します。送付対

象者選定条件、通知記載内容や表示方法等を

必要に応じ見直し、より効果的な方法で通知

します。 

また、ジェネリック医薬品切替希望シール

を配布し、ジェネリック医薬品の利用促進に

努めます。 

 

令和元年度実績 

・発送回数２回 

・発送件数 1,583 件 

・効果額（年間医療費推計）約 410 万

円） 

 

 

３．保険税の徴収の適正な実施 

１ 険税収納率の向上 

 新型コロナウイルス感染症の影響を見極め

つつ、納税サポートセンターによる早期滞納

者に対する電話納付勧奨を行い、収納率の向

上を図ります。また、納税通知書に口座振替

の申込書を添付し、広報、ホームページを利

用して周知を行い、口座振替の利用促進を図

ります。 

 

令和元年度実績 

・収納率 91.67％ 

 

 

４．事務の広域的及び効率的な運営 

１ 事務の標準化 

 県では、これまで市町村が法令の範囲内で

それぞれ運用を行ってきた事務について、事

務処理マニュアルを作成し、将来的に県内の

統一的な運用を目指します。市では、これら

のマニュアル等を活用し、事務の標準化など

を目指します。 

令和２年度実績 

・被保険者証と高齢受給者証の一体化 
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第６章 将来推計 

第１節 被保険者数推計 

今後の被保険者数の推計を行いました。これまでの被保険者数の減少率と和光市の将来の

人口推計の増加率を加味した推計を行ったところ、次のとおり、年々減少していく推計となっ

ています。減少の理由については、社会保険への加入の増加と、前期高齢者の後期高齢者医療

制度への移行によるものです。 

 

被保険者数の推計方法 

令和２年１０月までの被保険者数及び第５次和光市総合振興計画で算出している和光市の

将来推計人口の年齢階層別増減率を参考に、被保険者数の将来推計を行います。 

 

表 ５５ 将来の被保険者数の推計 

 

 

 

図 ３０ 被保険者数の推計 

 

  

R02 R03 R04 R05 R06 R07 R08

総数（人） 14,333 13,927 13,368 12,888 12,407 12,079 11,777

前期高齢者数（再掲） 5,131 5,045 4,761 4,529 4,283 4,178 4,098

5,131 5,045 4,761 4,529 4,283 4,178 4,098 

9,202 8,882 
8,607 

8,359 
8,124 7,901 7,678 

14,333 
13,927 

13,368 
12,888 

12,407 12,079 11,777 
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10,000
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16,000
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第２節 医療費推計 

医療費の推計は、年齢階層別の過去５年間の一人当たり医療費の実績及び将来の被保険者

数を踏まえ、推計を行いました。 

その結果、引き続き、一人当たり医療費は増加を続けると推計されます。総医療費も令和３

年度にかけては増加するものの、令和４年度から令和６年度は、被保険者の団塊世代が後期高

齢者医療制度に移行することによって被保険者数が大幅に減少するため総医療費も減少して

いきます。しかし、令和７年度からは、被保険者数の減少幅が抑えられるため、再び総医療費

は増加に転じると推計されます。 

また、保健事業の効果も含めて推計した場合、保健事業を行うことで、保健事業を行わない

場合よりも、医療費は各年度平均約１％（47,652千円）抑制される結果となりました。 

 

医療費の推計方法 

被保険者の推計で算出した将来の年齢階層別被保険者数に年齢階層別一人当たり医療費（令

和元年度を基準年とする）を乗算して算出します。その際、令和元年度の一人当たり医療費が

年齢階層別に一定の割合で変動することを想定し、将来推計を行います。 

 

 

＜保健事業効果額の推計＞ 

医療費適正化効果に係る保健事業の効果の影響も含めた医療費推計を行うため、主な保健

事業のそれぞれ前年比、平均値等を用いて推計を行います。 

その結果、令和元年度の保健事業効果額は40,031千円となっています。 

 

 

※主な保健事業の効果額の算出方法 

●生活習慣病重症化予防対策事業 

高血圧、糖尿病、脂質異常症の疾患をもつ者の月間平均医療費（入院外）に指導人数を乗算 

●マルチリスク予防事業 

高血圧、糖尿病、脂質異常症のリスクをもつ者の月間平均医療費（入院外）に指導人数を乗

算 

●生活習慣病リスク改善対策事業 

 脳血管疾患、心疾患該当者の一人当たり医療費減少額に指導人数を乗算 

●レセプト点検 

 レセプト点検により削減された医療費 

●ジェネリック差額通知 

 通知を送ったことにより削減された医療費 

●重複頻回訪問指導 

 該当者に指導することにより削減された医療費 
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表 ５６ 医療費推計 

 

 

 

図 ３１ 医療費推計 

  

  

保健事業効果前

R02 R03 R04 R05 R06 R07 R08

医療費（千円） 4,786,008 4,806,172 4,727,391 4,673,826 4,614,919 4,643,206 4,701,116

一人当たり医療費（円） 333,916 345,098 353,635 362,662 371,952 384,389 399,193

保健事業効果後

R02 R03 R04 R05 R06 R07 R08

医療費（千円） 4,744,530 4,763,337 4,682,901 4,627,260 4,565,772 4,590,764 4,644,508

一人当たり医療費（円） 331,022 342,023 350,307 359,049 367,991 380,048 394,386
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一人当たり医療費 保健事業効果前 一人当たり医療費 保健事業効果後

（千円） （円）

平均削減効果額

47,652(千円)
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第７章 国民健康保険財政運営の方針 

第１節 国民健康保険財政運営の方針 

１．３年に１度、保険税率の見直しを行います。 

将来の和光市国民健康保険の医療費推計、財政推計等をもとにした３年間の事業計画を策

定し、３年に１度、国民健康保険税の税率等の見直しを行います。 

また、課税限度額については、法律の改正に基づき、法定限度額となるよう、毎年度見直し

を行います（法定限度額改正の１年遅れで実施）。 

 

２．効果のある保健事業の実施により、医療費の増加を抑制します。 

前述の保健事業を実施し、医療費の抑制・低減に努めます。 

 

３．法定外繰入金を削減します。 

県運営方針に基づき、令和９年度までに県内の保険税率の凖統一を目指していることを踏

まえ、今後、法定外繰入金の解消・削減を行っていく必要があります。 

 

４．財政調整基金を一定額確保します。 

第３期本計画の国民健康保険税率の見直しの際に備え、一定額の基金残高を確保します。 
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第８章 保険税の見込み 

第１節 保険税必要額推計 

１．国民健康保険の都道府県単位化 

平成３０年度から国民健康保険を都道府県単位化し、都道府県が新たに財政運営の責任主

体となり、市町村は、引き続き資格管理、保険給付、保険税の賦課・徴収、保健事業などを行

うことになりました。この都道府県単位化されたことを踏まえ、将来的には、市町村ごとに異

なる保険税水準の統一を目指しています。 

 

 

２．納付金の算定方法 

市の国民健康保険財政運営は、県が示す国民健康保険事業費納付金（以下、「納付金」とい

う。）を都道府県に納付することになります。被保険者に負担をいただく保険税については、

この納付金をもとにした保険税必要額により設定されることになります。 

市町村の納付金は、「県で必要な納付金総額」を県所得水準により「応能分」・「応益分」に

按分した後、各市町村の「所得シェア」、「被保険者数シェア」、「医療費水準」を反映させるこ

とにより算定します。 

※医療費水準については、保険税水準の統一に向けて令和６年度納付金の算定から反映されなくなる予定です。 

 

  

・資格管理（被保険者証交付）

・保険税の賦課・徴収

・保険給付

・保健事業

【平成30年度以降】県と市町村の共同運営

・財政運営責任

・市町村ごとの国保事業費納付金を決定

・市町村ごとの標準保険税率等の設定

・市町村への保険給付費等交付金の交付

埼玉県

A市

B町

C村

給付金

交付金

給付金

給付金

交付金

交付金

市町村の役割

県の役割

国民健康保険運営方針
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図 ３２ 埼玉県全体での納付金の算定方法のイメージ 

 

〇所得シェア 

＝和光市被保険者の所得（限度額超過分控除後）/県全体被保険者の所得（限度額超過分控除後） 

〇被保険者シェア 

＝和光市の被保険者数/県全体の被保険者数 

〇医療費水準 

＝和光市の実績の一人当たり医療費 

/和光市の各年齢階級別の一人当たり医療費が全国平均であった場合の一人当たり医療費 

 

３．納付金推計 

第６章第２節医療費推計における保健事業効果後の市の一人当たり医療費の増減率を基に、

納付金を推計しました。その結果、被保険者数の減少に伴い、納付金全体としては減少してい

くものの、一人あたり納付金としては増加していく推計となりました。 

 

表 ５７ 和光市の納付金の推計（一般分） 

 

 

４．保険税必要額推計 

納付金に保健事業の事業費等の費用発生要因及び市町村向け公費、基盤安定繰入金等の収

入要因を考慮し、保険税必要額を算出しました。この保険税必要額に対してどのような財源を

充てるかが重要となってきます。 

 

表 ５８ 保険税必要額の推計

 

※市町村向け公費とは、特別調整交付金、保険者努力支援制度、特定健康診査等負担金など 

公費など

応能分 × 所得シェア

応益分 ×
被保険者数
シェア

県で必要な
納付金額総額

× 医療費水準

保険給付費
（医療費等）

市町村ごとの
納付金

＝

R03 R04 R05 R03-R05 合計

納付金（千円） 2,020,200 1,997,752 1,982,223 6,000,175

一人当たり納付金（円） 145,056 149,443 153,804 448,303

R03 R04 R05 R03-R05 合計

2,020,200 1,997,752 1,982,223 6,000,175

出産・葬祭費 37,867 36,859 35,881 110,607

保健事業 110,821 110,821 110,821 332,463

過年度保険税収納額 107,452 107,452 107,452 322,356

市町村向け交付金 66,684 66,684 66,684 200,052

法定繰入金 232,401 225,428 218,665 676,494

諸収入 10,000 10,000 10,000 30,000

1,752,351 1,735,868 1,726,124 5,214,343保険税必要額

納付金（一般分）

調整
（＋）

調整
（－）

単位：千円
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第２節 保険税率設定における方針 

１．一人当たり保険税額を現行で見込める保険税額の約７％増となる税率改正を行います。 

 

２．被保険者の負担軽減のため、法定外繰入金を一定額繰り入れます。 

法定外繰入金を３年間で３億円繰り入れることで、被保険者の負担軽減に努めます。 

 

３．被保険者の負担軽減のため、基金を活用します。 

被保険者に一定の負担増を求めるとともに、法定外繰入金を繰入れても生じる不足分につ

いては、基金を活用し、被保険者の負担軽減に努めます。 

 

４．賦課方式は、４方式（所得割・資産割・均等割・平等割）を維持します。 

中間所得者層や低所得者層の負担の増加に配慮し、現行の４方式を維持します。ただし、県

運営方針では、すべての市町村で２方式となることを目指すとされていることから、今後、２

方式の導入を検討していきます。 

 

５．賦課割合は、応能割：応益割＝６７：３３程度とします。 

応能と応益の割合は、原則５０対５０となりますが、低所得者への負担軽減のため、現状と

同水準程度を維持します。 

 

６．収納率は、９１．８％と見込みます。 

令和元年度の収納率は、９１．６７％ですが、９１．８％と見込みます。 
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第３節 新たな保険税率 

１．現行で見込める保険税額との比較 

現行の保険税率で令和３年度から令和５年度の３年間を運営した場合の保険税額は、コロ

ナウイルス感染症の影響等による収入の減少及び被保険者数の減少を踏まえると、一人当た

り保険税額は、８９,５９２円と見込まれます。この状態で、令和３年度から令和５年度の３

年間において、基金繰入金及び法定外繰入金がなかった場合には、一人当たり保険税額は、１

２９,７６５円となり、現行のままで見込める保険税額より４５％の増加となります。 

そこで、今回の３年間における方針としては、被保険者の負担軽減を図るため、一人当たり

保険税額を７％の増加にとどめ、不足分については、基金繰入金及び法定外繰入金を活用する

ものとしました。 

 

表 ５９ 現行で見込める保険税額との比較 

 

 

２．保険税率 

令和３年度から令和５年度については、次の税率等になります。 

 

表 ６０ 保険税率 

 

※課税限度額については、法律の改正に基づき法定限度額となるよう、毎年度見直しを行います（法定限度額改

正の１年遅れで実施）。 

 

 

現行で見込める
保険税額
Ｒ03-Ｒ05

基金繰入金及び法定外繰入金が
なかった場合
Ｒ03-Ｒ05

改正案
Ｒ03-Ｒ05

一人当たり保険税額（円） 89,592 129,765 95,863

一人当たり保険税額増加率 - 45% 7%

基金繰入金　　 （千円） - 0 1,062,285

法定外繰入金　 （千円） - 0 300,000

改正前 改正後

所得割（％） 6.9 7.2

資産割（％） 12.0 12.0

均等割（円） 16,800 18,000

平等割（円） 18,000 18,000

課税限度額（万円） 61 63

所得割（％） 2.0 2.2

均等割（円） 7,200 9,000

課税限度額（万円） 19 19

所得割（％） 1.2 1.7

均等割（円） 7,200 9,000

課税限度額（万円） 16 17

医療給付費分

後期高齢者支援金分

介護納付金分
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第４節 財政推計 

令和３年度から令和５年度の３年間の財政推計は次の通りとなります。 

 

表 ６１ 財政推計 

 

 

 

図 ３３ 保険税必要額の財源内訳  

 
  

R03 R04 R05 R03-R05 合計

支出 保険税必要額 1,752,351 1,735,868 1,726,124 5,214,343

保険税収納額 1,335,082 1,281,495 1,235,481 3,852,058

基金繰入金 317,269 354,373 390,643 1,062,285

法定外繰入金 100,000 100,000 100,000 300,000

単位：千円

収入

法定外繰入金

300,000 千円

基金繰入金

1,062,285 千円

保険税収納額

3,852,058 

千円保険税必要額 

5,214,343 千円 

税率改正に伴う増加分 

252,003 千円 
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第５節 保険税算定フロー 

１．埼玉県への納付金 

埼玉県全体の保険給付費を賄うために、県

内市町村が負担するもので、各市町村の所得

シェア、被保険者数シェア、医療費水準等に

より、金額が決定されます。 

 

              単位：千円 

 

２．保険税必要額 

埼玉県から示された納付金に、市で実施し

ている保健事業等に必要な経費を加え、市町

村向け公費や過年度保険税収納額を差し引い

たものが保険税必要額となります。 

 

              単位：千円 

 
 

 

３．保険税必要額（基金、法定外繰入金控除後） 

「２．保険税必要額」における３年間合計か

ら、今回活用する基金繰入金及び法定外繰入

金を控除した額が、実際に保険税収入で賄わ

なければならないものとなります。 

 

              単位：千円 

 

 

４．保険税率 

保険税必要額に保険税軽減額を加算し、収

納率で割ったものが必要な全体の保険税調定

額となります。その保険税調定額を賦課割合

により所得割、資産割、均等割並びに平等割

（２方式の場合は、所得割並びに均等割）に

分け、それぞれの賦課総額を算出します。そ

の後、所得総額、資産税総額、被保険者数並び

に世帯数（２方式の場合は、所得総額並び被

保険者数）でそれぞれを割ったものが保険税

率となります。 

（例）医療給付費分の所得割率 

 

 

 

 

 

※保険税率等は、賦課のための端数処理後のもの 

 

 

R03 R04 R05 R03-R05　合計

1,752,351 1,735,868 1,726,124 5,214,343

3,852,058

2,748,655

808,061

295,342

3年間合計

うち　医療給付費分

うち　後期高齢者支援金分

うち　介護給付金分

1,936,986 千円

÷

26,876,110 千円

＝

7.2 ％所得割率

所得割賦課総額

所得総額

7.2

12.0

18,000

18,000

2.2

9,000

1.7

9,000

所得割（％）

均等割（円）

医療分

支援分

介護分

所得割（％）

資産割（％）

均等割（円）

平等割（円）

所得割（％）

均等割（円）

R03 R04 R05 R03-R05　合計

2,020,200 1,997,752 1,982,223 6,000,175
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